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ごあいさつ 事業の組織

役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）

令和２年度　経営環境・事業概況

　皆さまには、日頃より格別のご愛顧お引き立てを賜わり、心から
御礼申し上げます。
　このたび、当組合の現況（令和２年度第61期）をまとめましたの
で、ご理解を深めていただくための資料として、ご高覧賜わりたい
と存じます。
　佐賀県医師信用組合は、組合員の皆様に本当にお役に立てる金融
機関をめざし、これまで以上に経営の健全性と基盤強化に努めてま
いりますので、一層のご支援とご指導のほど、心からお願い申し上
げます。
　　　　　　　　　
　　　　　　　　　佐賀県医師信用組合　　理事長　松永　啓介

　昨年は、世界的な感染拡大をもたらした新型コロナウイルス感染症一色の一年となりまし
た。東京オリンピック・パラリンピックが延期されたことに始まり、4 月には政府による全都道府
県への緊急事態宣言が発令され、経済活動が停滞しコロナショックとまで言われる事態となり
ました。また、我が国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大により、景気は一時大きく落ち込
みました。政府は、緊急事態宣言が出ていた昨年の4～5月に景気は底を打ったとして、その後
は持ち直しの動きがみられるとしていますが、回復は力強さに欠けている状況にあります。
　金融分野においては、低金利の長期化や人口減少・少子高齢化の進行による地域経済
の縮小などの構造的要因に加え、感染拡大による取引先企業の業績悪化に伴う与信費用
の増加等が懸念されており、収益環境は引き続き厳しい状況が続いています。
　このような中で、地域・業域・職域と共に生きる協同組織の金融機関として、苦境に陥って
いる中小・小規模事業者及び生活者に対し、引き続き金融仲介機能を十分に発揮するととも
に、より一層の金融サービスの向上に取り組んでいく必要があります。さらには、マネー・ローン
ダリング及びテロ資金供与対策、サイバーセキュリティ対策等への対応もさらに厳しく求められ
ており、収益環境が厳しい中での舵取りが一層難しくなってきています。
　私共組合では預金勘定において、平均残高では前期比9億7千1百万円増加の328億
円、期末残高では前期比13億4千3百万円増加の340億8千万円となりました。内訳として、
流動性預金は平均残高で前期比10億9千2百万円増加の171億円、定期性預金は平均
残高で前期比１億2千1百万円減少の156億円となりました。
　次に、運用面において貸出金については、融資推進を重要課題と位置づけ積極的に活動
し、また、コロナ対策資金の需要もあり、平均残高で前期比2億1百万円増加の50億2千6百
万円、また期末残高では前期比7百万円増加の49億1千3百万円を計上しました。
　また、有価証券については、健全性・安全性・有利性・流動性・リスク面等を総合的に勘案
し、事業債を中心に、一部仕組債や不動産リート投信を購入して、期末残高で132億円を計
上しました。また、一部保有有価証券の価格が大幅に減少したため、債券及びJ-REIT 売却
により売却益1億9千9百万円を計上しました。
　さらに、損益面では、貸出金利息で貸出金残高増加により、前期比1百万円増加の5千9 
百万円、預け金利息では、全信組連を含む金融機関の利回り低下により、前期比１百万円減
少の1千8百万円、有価証券利息配当金では、債券残高の増加により、前期比9百万円増加
の1億7千3百万円の計上となりました。経常利益で2億8千4百万円、特別損失２億１千１百
万円、当期純利益では5千4百万円の計上となりました。
　自己資本額は27億9百万円、リスクアセットは170億4千3百万円で、自己資本比率は
15.89％と低下したものの、金融機関の健全性を示す指標である、国内基準の4％を大きくク
リアーしていますので、ご安心してお取引いただけるものと確信しております。
　令和3年度においても、新型コロナウイルス感染が続く中、企業業績悪化、個人消費の低
迷等の景気の後退により、金融機関の環境は依然として厳しく、収益環境も、一層厳しい状
況が続くものと思われます。
　一方、医療業界においては、新型コロナウイルス対策、地域医療構想、医師の働き方改
革、医師・医療従事者確保等課題も多い中、医業専門の業域金融機関として、経営基盤で
ある組合員の皆様との関係をより深め、「先生方のための金融機関」として、皆様のお役に立
ちご満足いただけるよう、役職員一同さらなる努力を重ねていく所存でございます。
　さらには、「マネー・ローンダリング及びテロ資金供与」リスクが経営上の重大なリスクになり
かねないことを的確に認識し、「個人情報保護管理」対策、「コンプライアンス」徹底等も併せ
て、役職員一体となって取り組み、揺るぎない経営基盤の確立を図っていく所存でございます。
　今後とも、なお一層のご指導、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

理 事 長
常務理事
理 事
理 事
監 事

副理事長
常務理事
理 事
理　　事
監 事

専務理事
理 事
理 事
監 事

松永　啓介
森永 幸二
山津 善保
大隈　良譲
牟田　清敬

志田 正典
貝原 良太
枝國源一郎
美川 優子
田村　浩司
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■基本方針
　佐賀県医師信用組合は佐賀県医師会会員による協同組織の金融機
関として相互扶助の精神に基づき、金融面を通じ組合員の皆様の医
業経営にお役に立つと共に地域医療発展に貢献する事を理念とした
業域信用組合です。
　１．堅実経営に徹し、医業経営の一助となるべくサービス向上に

努めます。
　１．組合員の公平性、平等性を念頭におき、経営体質の強化を図

り、業務拡大を目指します。
　１．金融の自由化が進展する中で環境変化に的確に対応出来る人

材育成と経営の自己責任原則の確立を図ります。

当組合のあゆみ（沿革）

事業方針

組合員の推移 （単位：人）
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佐賀県医師会会員の協同組織により組合員に必要
な金融事業を行うことを目的として設立。
初代組合長に児玉来三氏就任。
医療金融公庫（現在、独立行政法人　福祉医療機
構に改称）の受託金融機関に指定。
商工組合中央金庫の委託業務の指定。
２代目理事長に石橋洪氏就任。
３代目理事長に前山彦人氏就任。
４代目理事長に松下英志氏就任。
５代目理事長に宮崎七郎氏就任。
コンピューターによる業務を開始。
６代目理事長に吉原正智氏就任。
事業資金の団体信用生命保険付融資の取扱開始。
全銀データシステムに加入し内国為替取扱開始。
佐賀市新中町２番15号佐賀県医師会メディカル
センター１階に事務所を移転し、営業を開始。
預金100億円達成。
７代目理事長に凌俊朗氏就任。
2000年問題対応の為、コンピューターのレベル
アップを実施。
監督官庁都道府県より国に移管。
預金200億円達成。
佐賀県信用保証協会付融資取扱開始。
全国医師系信用組合共同商品フリーローン取扱開始。
８代目理事長に沖田信光氏就任。
決済用預金取扱開始。住宅ローン取扱開始。
SKC（信組全国共同センターシステム）へ移行
業務開始。
事業者カードローン取扱開始。
信用組合創立50周年記念式典。
９代目理事長に池田秀夫氏就任。
預金300億円達成。
佐賀市水ヶ江１丁目12番10号佐賀メディカルセ
ンタービル４階に事務所を移転し、営業を開始。
当組合ホームページ開設。
佐賀県中小企業向け制度融資取扱開始。
10代目理事長に松永啓介氏就任。
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理　　事
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佐賀県医師会会員の協同組織により組合員に必要
な金融事業を行うことを目的として設立。
初代組合長に児玉来三氏就任。
医療金融公庫（現在、独立行政法人　福祉医療機
構に改称）の受託金融機関に指定。
商工組合中央金庫の委託業務の指定。
２代目理事長に石橋洪氏就任。
３代目理事長に前山彦人氏就任。
４代目理事長に松下英志氏就任。
５代目理事長に宮崎七郎氏就任。
コンピューターによる業務を開始。
６代目理事長に吉原正智氏就任。
事業資金の団体信用生命保険付融資の取扱開始。
全銀データシステムに加入し内国為替取扱開始。
佐賀市新中町２番15号佐賀県医師会メディカル
センター１階に事務所を移転し、営業を開始。
預金100億円達成。
７代目理事長に凌俊朗氏就任。
2000年問題対応の為、コンピューターのレベル
アップを実施。
監督官庁都道府県より国に移管。
預金200億円達成。
佐賀県信用保証協会付融資取扱開始。
全国医師系信用組合共同商品フリーローン取扱開始。
８代目理事長に沖田信光氏就任。
決済用預金取扱開始。住宅ローン取扱開始。
SKC（信組全国共同センターシステム）へ移行
業務開始。
事業者カードローン取扱開始。
信用組合創立50周年記念式典。
９代目理事長に池田秀夫氏就任。
預金300億円達成。
佐賀市水ヶ江１丁目12番10号佐賀メディカルセ
ンタービル４階に事務所を移転し、営業を開始。
当組合ホームページ開設。
佐賀県中小企業向け制度融資取扱開始。
10代目理事長に松永啓介氏就任。

副理事長

専務理事

常務理事

理　　事

監　　事

科　　　　目
（負債の部）

預 金 積 金

譲 渡 性 預 金
借 用 金

売 渡 手 形
コ ー ル マ ネ ー
売 現 先 勘 定
債券貸 借 取 引 受 入 担 保 金
コマーシャル・ペ一パー
外 国 為 替

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金
役員賞与引当金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
特別法上の引当金

繰 延 税 金 負 債
再評価に係る繰延税金負債
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計
（純資産の部）
出 資 金

優先出資申込証拠金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

　　　　
自 己 優 先 出 資
自己優先出資申込証拠金
組 合 員 勘 定合計
その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
土地再評価差額金
評価・換算差額等合計
純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計
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貸借対照表
経理・経営内容

（単位：千円）

47,402
19,813,643

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

13,206,538
980,149

1,887,237
̶

7,735,139
100

2,603,911
4,913,746

̶
1,300

4,770,729
141,717

̶
̶
̶
̶
̶

122,629
̶

50,000
̶

57,855
̶
̶
̶
̶

14,773
8,823

̶
̶

6,900
̶

1,922
1,596
1,384

̶
̶

211
̶

743
̶

31,093
△104,938

38,041,277

令和元年度
34,664

18,471,823
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

13,176,882
1,816,481
2,228,815

̶
7,184,160

100
1,947,324
4,905,866

̶
45,000

4,711,695
149,171

̶
̶
̶
̶
̶

121,323
̶

50,000
̶

54,088
̶
̶
̶
̶

17,234
6,767

̶
̶

4,937
̶

1,830
2,209
1,998

̶
̶

211
̶
̶
̶

37,204
△115,987

36,640,754

34,089,592
241

18,079,400
̶

101,177
13,828,926

1,577,760
502,086

̶
800,000
800,000

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

89,549
̶

5,334
471

74,333
3

692
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

6,875
̶

1,837
3,404

̶
47,891
21,719

̶
̶
̶
̶

31,093
35,083,251

28,618
28,618

̶
̶
̶
̶
̶

2,642,315
40,455

2,601,860
2,493,000

108,860
̶
̶

2,670,933
287,093

̶
̶

287,093
2,958,026
38,041,277

令和２年度
32,746,111

2,052
16,032,248

̶
90,857

14,387,000
1,781,453

452,499
̶

800,000
800,000

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

30,008
̶

5,661
621

16,494
124
511

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

4,913
̶

1,682
5,069

̶
65,899
27,387

̶
̶

47,382
̶

37,204
33,759,063

29,190
29,190

̶
̶
̶
̶
̶

2,589,480
40,455

2,549,025
2,462,000

87,025
̶
̶

2,618,670
263,020

̶
̶

263,020
2,881,691
36,640,754

令和元年度

商 品 国 債
商 品 地 方 債
商品政府保証債
その他の商品有価証券

国 債
地 方 債
短 期 社 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越
　 　 　 　
外 国 他 店 預 け
外 国 他 店 貸
買 入 外 国 為 替
取 立 外 国 為 替

未 決 済 為 替 貸
全信組連出資金
前 払 費 用
未 収 収 益
先物取引差入証拠金
先物取引差金勘定
保管有価証券等
金 融 派 生 商 品
そ の 他 の 資 産

建 物
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
その他の有形固定資産

ソ フ ト ウ エ ア
の れ ん
リ ー ス 資 産
その他の無形固定資産

（うち個別貸倒引当金）

当 座 預 金
普 通 預 金
貯 蓄 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金

借 入 金
当 座 貸 越
再 割 引 手 形

外 国 他 店 預 り
外 国 他 店 借
売 渡 外 国 為 替
未 払 外 国 為 替

未 決 済 為 替 借
未 払 費 用
給 付 補 　 備 金
未 払 法 人 税 等
前 受 収 益
払 戻 未 済 金
職 員 預 り 金
先物取引受入証拠金
先物取引差金勘定
借 入 商 品 債 券
借 入 有 価 証 券
売 付 商 品 債 券
売 付 債 券
金 融 派 生 商 品
リ ー ス 債 務
資 産 除 去 債 務
そ の 他 の 負 債

金融商品取引責任準備金

普 通 出 資 金
優 先 出 資 金

資 本 準 備 金
その他資本剰余金

利 益 準 備 金
その他利益剰余金

特 別 積 立 金
   （記念事業積立金等）

当期未処分剰余金

（資産の部）
現 金
預 け 金
買 入 手 形
コ ー ル ロ ー ン
買 現 先 勘 定
債券貸借 取 引 支 払 保 証 金
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
商 品 有 価 証 券

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
再評価に係る繰延税金資産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

金　　　額金　　　額科　　目

（△67,718） （△63,163）

（9,000）（8,000）

令和２年度
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として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄
その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、
延滞債権及び3か月以上延滞債権に該当しないものであります。

　16．破綻先債権額、延滞債権額、３か月以上延滞債権額及び貸出条
件緩和債権額の合計額は95百万円であります。なお、13．から
16．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

　17．担保に提供している資産は、次のとおりであります。
　　　担保提供している資産　　預け金　1,212百万円
　18．出資１口当たりの純資産額は、103,362円45銭です。
　19．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　　当組合は、預金業務、融資業務、預け金及び有価証券によ
る資金運用業務などの金融業務を行っております。
　　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、
資産及び負債の総合的管理（ALM）をしております。なお当
組合はデリバティブ取引を行っておりません。
⑵　金融商品の内容及びリスク
　　当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客
様（組合員）に対する貸出金です。また、有価証券は、主に
債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的
及び事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ
発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動
リスクに晒されております。
　　一方、金融負債は主としてお客様からの預金積金であり、
流動性リスク及び金利の変動リスクに晒されております。
⑶　金融商品に係るリスク管理体制
　①信用リスクの管理
　　当組合は、貸出規定及び信用リスクに関する管理諸規程に
従い、貸出金について、個別案件ごとの与信管理、与信限度
額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応な
ど与信管理に関する体制を整備し運営しております。
　　これらの与信管理は、融資課により行われ、また、定期的
に毎月１回理事会を開催し審議・報告を行っております。
　　さらに、与信管理の状況については、理事長・副理事長・
専務理事等経営陣にてチェックしております。
　　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、経理課におい
て、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理してお
ります。
　②市場リスクの管理
ⅰ金利リスクの管理
　当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理して
おります。
　ALMに関する規則及び要領において、リスク管理方法
や手続等の詳細を明記しており、理事会において決定さ
れたALMに関する方針に基づき、理事会において実施状
況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っています。
　日常的には経理課において金融資産及び負債の金利や
期間を総合的に把握し、金利感応度分析等によりモニタ
リングを行い、月次ベースで理事会に報告されておりま
す。
ⅱ為替変動リスクの管理
　当組合は、為替の変動リスクに関しては、個別の案件
ごとに管理しており、また外国証券については外貨建て
での運用は行っておりません。
ⅲ価格変動リスクの管理
　有価証券の保有については、理事会の方針に基づき、
理事会の監督の下、余資運用規程に従い行われておりま
す。
　また有価証券の購入にあたって、事前審査、投資限度
額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格
変動リスクの軽減を図っております。
　これらの情報は、理事会において定期的に毎月報告さ
れております。

ⅳ市場リスクに係る定量的情報
　当組合における主要なリスク変数である金利リスクの
影響を受ける主たる金融商品は「預け金」、「有価証券」、
「貸出金」、「預金積金」、「借用金」であります。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、

（注）
　１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、
以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示しており
ます。

　２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法
による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のある
ものについては事業年度末の市場価格等に基づく時価法（売却原
価は主として移動平均法により算定）、時価を把握するのが極め
て困難と認められるものについては移動平均法による原価法又は
償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価
差額については、全部純資産直入法により処理しております。

　３．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（た
だし、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く）については定額法）を採用しております。また、主な耐用年
数は次のとおりであります。

　　　　建　物　　１５年～２０年
　　　　その他　　　４年～２０年
　４．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により
償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、
当組合内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しており
ます。

　５．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のと
おり計上しております。

　　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当
金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会・銀行等監査
特別委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権
に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定
期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき
引当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、
債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額のうち必要と認める額を引当てております。
破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権
額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控
除した残額を引当てております。

　　　全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、融資課（営業関
連部署）の協力の下に業務部（資産査定部署）が資産査定を実施
しており、その査定結果により上記の引当を行っております。

　６．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員
に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計
上しております。

　７．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年
度末における退職給付債務に基づき、必要額を計上しております。

　８．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備える
ため、役員に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度
末までに発生していると認められる額を計上しております。

　９．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
　10．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債
権総額　187百万

　11．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債
務総額　　該当なし

　12．有形固定資産の減価償却累計額　44百万円
　13．貸出金のうち、破綻先債権額は17百万円、延滞債権額は78百
万円であります。なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払い
の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は
利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上し
なかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息
不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政
令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は
同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先
債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息
の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。

　14．貸出金のうち、3か月以上延滞債権額はありません。なお、3か
月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日
から3か月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に
該当しないものであります。

　15．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はありません。なお、貸出
条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的
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として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄
その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、
延滞債権及び3か月以上延滞債権に該当しないものであります。

　16．破綻先債権額、延滞債権額、３か月以上延滞債権額及び貸出条
件緩和債権額の合計額は95百万円であります。なお、13．から
16．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

　17．担保に提供している資産は、次のとおりであります。
　　　担保提供している資産　　預け金　1,212百万円
　18．出資１口当たりの純資産額は、103,362円45銭です。
　19．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　　当組合は、預金業務、融資業務、預け金及び有価証券によ
る資金運用業務などの金融業務を行っております。
　　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、
資産及び負債の総合的管理（ALM）をしております。なお当
組合はデリバティブ取引を行っておりません。
⑵　金融商品の内容及びリスク
　　当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客
様（組合員）に対する貸出金です。また、有価証券は、主に
債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的
及び事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ
発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動
リスクに晒されております。
　　一方、金融負債は主としてお客様からの預金積金であり、
流動性リスク及び金利の変動リスクに晒されております。
⑶　金融商品に係るリスク管理体制
　①信用リスクの管理
　　当組合は、貸出規定及び信用リスクに関する管理諸規程に
従い、貸出金について、個別案件ごとの与信管理、与信限度
額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応な
ど与信管理に関する体制を整備し運営しております。
　　これらの与信管理は、融資課により行われ、また、定期的
に毎月１回理事会を開催し審議・報告を行っております。
　　さらに、与信管理の状況については、理事長・副理事長・
専務理事等経営陣にてチェックしております。
　　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、経理課におい
て、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理してお
ります。
　②市場リスクの管理
ⅰ金利リスクの管理
　当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理して
おります。
　ALMに関する規則及び要領において、リスク管理方法
や手続等の詳細を明記しており、理事会において決定さ
れたALMに関する方針に基づき、理事会において実施状
況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っています。
　日常的には経理課において金融資産及び負債の金利や
期間を総合的に把握し、金利感応度分析等によりモニタ
リングを行い、月次ベースで理事会に報告されておりま
す。
ⅱ為替変動リスクの管理
　当組合は、為替の変動リスクに関しては、個別の案件
ごとに管理しており、また外国証券については外貨建て
での運用は行っておりません。
ⅲ価格変動リスクの管理
　有価証券の保有については、理事会の方針に基づき、
理事会の監督の下、余資運用規程に従い行われておりま
す。
　また有価証券の購入にあたって、事前審査、投資限度
額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格
変動リスクの軽減を図っております。
　これらの情報は、理事会において定期的に毎月報告さ
れております。

ⅳ市場リスクに係る定量的情報
　当組合における主要なリスク変数である金利リスクの
影響を受ける主たる金融商品は「預け金」、「有価証券」、
「貸出金」、「預金積金」、「借用金」であります。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、

（注）
　１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、
以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示しており
ます。

　２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法
による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のある
ものについては事業年度末の市場価格等に基づく時価法（売却原
価は主として移動平均法により算定）、時価を把握するのが極め
て困難と認められるものについては移動平均法による原価法又は
償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価
差額については、全部純資産直入法により処理しております。

　３．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（た
だし、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く）については定額法）を採用しております。また、主な耐用年
数は次のとおりであります。

　　　　建　物　　１５年～２０年
　　　　その他　　　４年～２０年
　４．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により
償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、
当組合内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しており
ます。

　５．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のと
おり計上しております。

　　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当
金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会・銀行等監査
特別委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権
に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定
期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき
引当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、
債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額のうち必要と認める額を引当てております。
破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権
額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控
除した残額を引当てております。

　　　全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、融資課（営業関
連部署）の協力の下に業務部（資産査定部署）が資産査定を実施
しており、その査定結果により上記の引当を行っております。

　６．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員
に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計
上しております。

　７．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年
度末における退職給付債務に基づき、必要額を計上しております。

　８．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備える
ため、役員に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度
末までに発生していると認められる額を計上しております。

　９．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
　10．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債
権総額　187百万

　11．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債
務総額　　該当なし

　12．有形固定資産の減価償却累計額　44百万円
　13．貸出金のうち、破綻先債権額は17百万円、延滞債権額は78百
万円であります。なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払い
の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は
利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上し
なかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息
不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政
令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は
同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先
債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息
の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。

　14．貸出金のうち、3か月以上延滞債権額はありません。なお、3か
月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日
から3か月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に
該当しないものであります。

　15．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はありません。なお、貸出
条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的
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「協同信組による金融事業に関する法律施行規則第六十
九条第一項第五号二等の規定に基づき、自己資本の充実
の状況等について金融庁長官が別に定める事項（平成十
九年金融庁告示第十七号）」において通貨ごとに規定さ
れた金利ショックを用いた時価の変動幅を市場リスク量
とし、金利変動リスクの管理にあたっての定量的分析に
利用しております。
　当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び
金融負債を、それぞれ金利期日に応じて適切な期間に残
高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いております。
　なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると
仮定し、当該事業年度末現在において、日本円金利に
1.00％の上昇パラレルシフト(指標金利の上昇)が生じた
場合、経済価値は629百万円減少するものと把握してお
ります。
　当該変動額は金利を除くリスク変数が一定の場合を前
提としており金利とその他のリスク変数との相関を考慮
しておりません。
　また金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた
場合には算定額を超える影響が生じる可能性があります。

　③資金調達に係る流動性をリスクの管理
　　当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資

金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バラン
スの調整などによって、流動性リスクを管理しております。

⑷　金融商品の時価に関する事項についての補足説明
　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場

価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれており
ます。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用し
ているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異
なることもあります。

　　なお、金融商品のうち預け金、貸出金、預金積金については、 
簡便な計算により算出した時価に代わる金額を開示しております。

　20．金融商品の時価等に関する事項
　　　令和３年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額は、次のとおりであります。なお、時価の把握することが
極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりま
せん。（注２）

　　　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。
　

　　　　　　　　

（＊１）預け金、貸出金、預金積金及び借用金の「時価」には、「簡
便な計算により算出した時価に代わる金額」を記載しており
ます。

（＊２）貸出金に対する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除し
ております。

（注１）金融商品の時価等の算定方法
　金融資産
　　⑴　預け金

　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある
預け金については、市場金利で割り引くことで現在価値を算定
し、当該現在価値を時価とみなしております。

　　

　　⑵　有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関
から提示された価格を時価としております。投資信託は公表さ
れている基準価格によっております。

　　⑶　貸出金
　貸出金は、以下の①～③の方法により算出し、その算出結果
を簡便な方法により算出した時価に代わる金額として記載して
おります。
①　破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来

キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、それ
ぞれの帳簿価額の合計額から貸出金に対応する個別貸倒引当
金を控除した価額　　

②　①以外のうち、変動金利によるものは貸借対照表の貸出金
勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額）　

③　①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の種類及び期
間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を
行った場合に想定される利率で割り引いた価額　

　金融負債
　　⑴　預金積金

　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額
（帳簿簿価）を時価とみなしております。定期預金の時価は、
一定の金額帯および期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作
成し、元利金の合計額を一種類の市場金利（LIBOR）で割り引
いた価額を時価とみなしております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次の
とおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

　21．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであり
　ます。これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「その他の証
券」が　含まれております。以下24.まで同様であります。
⑴　売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
⑵　満期保有目的の債券

　　【時価が貸借対照表計上額を超えるもの】

　　【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】

（注）時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。

貸 借 対 照 表
計 上 額 時 価 差 額

⑴　預　け　金（＊1）

⑵　有 価 証 券

　　満期保有目的の債券

　　その他有価証券

⑶　貸　出　金（＊1）
　　貸倒引当金（＊2）

　　　　

金融資産計

⑴　預 金 積 金（＊1）

⑵　借　用　金（＊1）

金融負債計

19,813

13,206

100

13,106

4,913

△104

4,809

37,828

34,089

800

42,089

19,813

13,207

101

13,106

4,903

4,903

37,923

34,100

800

42,100

＿

1

1
＿

△10

94

95

11
＿

11

（単位：百万円）

百万円 百万円 百万円
国 債
地 方 債
社 債
そ の 他

＿
＿
＿

１００

１００

＿
＿
＿

１０１

１０１

＿
＿
＿

１

１

貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

百万円 百万円 百万円
国 債
地 方 債
社 債
そ の 他

小 計

小 計
合 計

＿
＿
＿
＿

＿

１００

＿
＿
＿
＿

＿

１０１

＿
＿
＿
＿

＿

１

貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

貸借対照表計上額区 分

合 計

非上場株式

全国信用協同組合連合会出資金

0

50

50

（単位：百万円）
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　　⑶　その他有価証券
　　　【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】

　　　【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】

（注）１．貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に
基づく時価により計上したものであります。

　　　２．その他有価証券で時価のあるもののうち当該有価証券の時
価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原
価に回復する見込みがあると認められないものについては、
当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差
額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」とい
う。）しております。

　　　　　当事業年度における減損処理は211百万円であります。ま
た時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価
が取得原価と比較して50％以上下落した場合であります。

　22．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
　23．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

　24．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券
の期間毎の償還予定額は次のとおりであります。

　25．当座貸越契約は、顧客から融資実行の申し出を受けた場合に、
契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額ま
で資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に
係る融資未実行残高は、42百万円であります。これらの契約の
多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行
残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影
響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融
情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組
合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をす
ることができる旨の条件が付けられております。また、契約時に
おいて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、
契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき顧客の
業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置
等を講じております。

　26．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、そ
れぞれ以下のとおりであります。

繰延税金資産
　貸倒引当金損金算入限度額超過額　　　　２６　百万円
　退職給付引当金損金算入限度額超過額　　１９
　その他の有価証券　　　　　　　　　　　　  ＿　　　
　その他　　　　　　　　　　　　　　　　７１　　　
　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　１１７
　評価性引当額　　　　　　　　　　　　　△７
繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　１１０
繰延税金負債　　　　　　　　　　　　　　　
　固定資産圧縮積立額　　　　　　　　　　  ＿

　その他の有価証券　　　　　　　　　　△１０９
　その他　　　　　　　　　　 　　　　　　 ＿

繰延税金負債合計　　　　　　　　　　△１０９　　　
繰延税金資産の純額　　　　　　　 　　　　　１　百万円
　

百万円 百万円 百万円

国 債
地 方 債
社 債

９８０
１,８８７
７,１５３
１,６１３

１１,６３４

８９７
１,８００
６,９８８
１,５０８

１１,１９４

８２
８７

１６４
１０４

株 式
債 券

＿

１０,０２０

＿

９,６８６

＿

３３４

４３９

貸借対照表
計 上 額

取得原価

取得原価

差 額

小 計

百万円 百万円 百万円

国 債
地 方 債
社 債

＿
＿

５８１
８９０

１,４７２
１３,２０７

＿
＿

６００
９１４

１,５１４
１２,８１０

＿
＿

△１８
△２４

株 式
債 券

そ の 他

そ の 他

＿

５８１

＿

６００

＿

△１８

△４２
３９７

貸借対照表
計 上 額

差 額

小 計
合 計

売却価額
　　　２０６百万円

売却益
　　１９９百万円

売却損
＿

百万円

国 債
地 方 債
社 債

１０１
１００
５０１
３００

１,００４

債 券

そ の 他

７０３

１年以内

百万円

４０８
８１６

１,１８２
７８１

３,１８９

２,４０８

１年超　
５年以内

百万円

＿

７５０
１,９８０

５９５

３,３２６

２,７３０

５年超　
10年以内

百万円

４７０
２１９

４,０７０
９２７

５,６８７

４,７６０

10年超

合 計
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　　⑶　その他有価証券
　　　【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】

　　　【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】

（注）１．貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に
基づく時価により計上したものであります。

　　　２．その他有価証券で時価のあるもののうち当該有価証券の時
価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原
価に回復する見込みがあると認められないものについては、
当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差
額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」とい
う。）しております。

　　　　　当事業年度における減損処理は211百万円であります。ま
た時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価
が取得原価と比較して50％以上下落した場合であります。

　22．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
　23．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

　24．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券
の期間毎の償還予定額は次のとおりであります。

　25．当座貸越契約は、顧客から融資実行の申し出を受けた場合に、
契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額ま
で資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に
係る融資未実行残高は、42百万円であります。これらの契約の
多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行
残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影
響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融
情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組
合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をす
ることができる旨の条件が付けられております。また、契約時に
おいて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、
契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき顧客の
業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置
等を講じております。

　26．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、そ
れぞれ以下のとおりであります。

繰延税金資産
　貸倒引当金損金算入限度額超過額　　　　２６　百万円
　退職給付引当金損金算入限度額超過額　　１９
　その他の有価証券　　　　　　　　　　　　  ＿　　　
　その他　　　　　　　　　　　　　　　　７１　　　
　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　１１７
　評価性引当額　　　　　　　　　　　　　△７
繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　１１０
繰延税金負債　　　　　　　　　　　　　　　
　固定資産圧縮積立額　　　　　　　　　　  ＿

　その他の有価証券　　　　　　　　　　△１０９
　その他　　　　　　　　　　 　　　　　　 ＿

繰延税金負債合計　　　　　　　　　　△１０９　　　
繰延税金資産の純額　　　　　　　 　　　　　１　百万円
　

百万円 百万円 百万円

国 債
地 方 債
社 債

９８０
１,８８７
７,１５３
１,６１３

１１,６３４

８９７
１,８００
６,９８８
１,５０８

１１,１９４

８２
８７

１６４
１０４

株 式
債 券

＿

１０,０２０

＿

９,６８６

＿

３３４

４３９

貸借対照表
計 上 額

取得原価

取得原価

差 額

小 計

百万円 百万円 百万円

国 債
地 方 債
社 債

＿
＿

５８１
８９０

１,４７２
１３,２０７

＿
＿

６００
９１４

１,５１４
１２,８１０

＿
＿

△１８
△２４

株 式
債 券

そ の 他

そ の 他

＿

５８１

＿

６００

＿

△１８

△４２
３９７

貸借対照表
計 上 額

差 額

小 計
合 計

売却価額
　　　２０６百万円

売却益
　　１９９百万円

売却損
＿

百万円

国 債
地 方 債
社 債

１０１
１００
５０１
３００

１,００４

債 券

そ の 他

７０３

１年以内

百万円

４０８
８１６

１,１８２
７８１

３,１８９

２,４０８

１年超　
５年以内

百万円

＿

７５０
１,９８０

５９５

３,３２６

２,７３０

５年超　
10年以内

百万円

４７０
２１９

４,０７０
９２７

５,６８７

４,７６０

10年超

合 計

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益
　

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

経 費

そ の 他 経 常 費 用

7

損益計算書
経理・経営内容

（単位：千円）

475,185
252,909

59,711
18,068

̶
̶
̶
̶

173,765
̶

1,364
9,902
1,467
8,434

200,324
̶
̶

199,659
209

̶
455

12,049
11,049

600
̶
̶

400
190,948

12,066
11,356

710
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

 2,145
95

2,050
7

̶
̶
̶
7

̶
̶
̶

176,728
100,214

76,374
139

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

284,236

固 定 資 産 処 分 益
負ののれん発生益
金融商品取引責任準備金取崩額
その他の特別利益

固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失
金融商品取引責任準備金繰入額
その他の特別損失

̶
̶
̶
̶
̶

211,696
8

211,687
̶
̶

72,540
75,264

△ 57,303
 17,961
54,579
54,280

̶
108,860

科        目
特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税・住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益
繰越金（当期首残高）
特 別 積 立 金 取 崩 額
当 期 未 処 分 剰 余 金

科        目
経 常 収 益
　

経 常 費 用

経 常 利 益

令和２年度
261,280
243,884

58,752
19,913

̶
̶
̶
̶

163,800
̶

1,418
9,632
1,417
8,215
7,163

̶
̶

6,564
3

̶
595
600

̶
600

̶
̶
̶

217,971
11,964
11,207

757
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

 2,274
110

2,163
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

189,982
107,887

81,894
199

13,749
13,749

̶
̶
̶
̶
̶
̶

43,309

令和元年度 令和２年度
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

43,309
16,784

△ 5,118
 11,666
31,643
55,382

̶
87,025

令和元年度

貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
買 入 手 形 利 息
コールローン利息
買 現 先 利 息
債券貸借取引受入利息
有価証券利息配当金
金利スワップ受入利息
その他の受入利息

受 入 為 替 手 数 料
その他の役務収益

外 国 為 替 売 買 益
商品有価証券売買益
国債等債券売却益
国債等債券償還益
金融派生商品収益
その他の業務収益

貸倒引当金戻入益
償 却 債 権 取 立 益
株 式 等 売 却 益
金銭の信託運用益
その他の経常収益

預 金 利 息
給付補　備金繰入額
譲渡性預金利息
借 用 金 利 息
売 渡 手 形 利 息
コールマネー利息
売 現 先 利 息
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息
コマーシャルペーパー利息
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息
その他の支払利息

支 払 為 替 手 数 料
その他の役務費用

外 国 為 替 売 買 損
商品有価証券売買損
国債等債券売却損
国債等債券償還損
国 債 等 債 券 償 却
金融派生商品費用
その他の業務費用

人 件 費
物 件 費
税 金

貸倒引当金繰入額
貸 出 金 償 却
株 式 等 売 却 損
株 式 等 償 却
金銭の信託運用損
その他資産償却
その他の経常費用

（注）
１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。な

お、以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示し
ております。

２．出資1口当たりの当期純利益　1,866円14銭
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剰余金処分計算書
経理・経営内容

（単位：千円） 経費の内訳 （単位：千円）

報 酬 給 料 手 当
退 職 給 付 費 用
そ の 他

事 務 費
固 定 資 産 費
事 業 費
人 事 厚 生 費
有形固定資産償却
無形固定資産償却
そ の 他

利 益 準 備 金
普通出資に対する配当金

優先出資に対する配当金
事業の利用分量に対する配当金
特 別 積 立 金
記念事業積立金
事業所移転費用積立金
　

87,025
＿

 32,744
＿

1,744 
（年6％の割合）

＿

＿

30,000 
1,000

＿

54,280 

業務粗利益及び業務純益等 （単位：千円）

資 金 運 用 収 益
資 金 調 達 費 用

役務取引等収益
役務取引等費用

その他業務収益
その他業務費用

243,884
11,964

231,919
9,632
2,274
7,358
 7,163

＿

7,163
 246,442

0.69%
54,691
56,459
49,891
49,891

税 金
経 費 合 計

物 件 費

人 件 費
項        目

役務取引の状況 （単位：千円）

科        目

受入為替手数料
その他の受入手数料
その他の役務取引等収益

支払為替手数料
そ の 他 の 支 払 手 数 料
その他の役務取引等費用

役 務 取 引 等 費 用

役 務 取 引 等 収 益

科        目
当期未処分剰余金
積 立 金 取 崩 額
剰 余 金 処 分 額

繰越金（当期末残高）

令和２年度
107,887 

85,573
10,107
12,206

 81,894
25,576
32,793

8,044
1,187
3,271

613
10,407

199 
189,982

9,632
1,417 
8,215

＿

2,274
110
434

1,728

9,902
1,467
8,434

＿

2,145
95

566
1,484

受取利息および支払利息の増減 （単位：千円）

項　　　　目
受 取 利 息 の 増 減
支 払 利 息 の 増 減

10,852
251

9,025
102

科　　目

資 金 運 用 収 支

役 務 取 引 等 収 支

そ の 他 の 業 務 収 支
業 務 粗 利 益
業 務 粗 利 益 率
業 務 純 益
実 質 業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益

（投資信託解約損益を除く。）

（注）１．業務粗利益率＝

　　２．業 務 純 益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）            
　　３．実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
　　４．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益    

×100業務粗利益
資金運用勘定計平均残高

令和元年度
108,860

＿

 52,730
＿

1,730 
（年6％の割合）

＿

＿

50,000 
1,000

＿

56,129 

令和２年度

252,909
12,066

240,842
9,902
2,145
7,756

 200,324
7

200,316
 448,915

1.23%
272,187
272,187

72,326
72,326

100,214 
84,228

3,480
12,505

 76,374
22,828
32,717

5,657
1,234
3,060

613
10,262

139
176,728

令和元年度

令和元年度

令和元年度 令和２年度

令和元年度 令和２年度

令和２年度
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剰余金処分計算書
経理・経営内容

（単位：千円） 経費の内訳 （単位：千円）

報 酬 給 料 手 当
退 職 給 付 費 用
そ の 他

事 務 費
固 定 資 産 費
事 業 費
人 事 厚 生 費
有形固定資産償却
無形固定資産償却
そ の 他

利 益 準 備 金
普通出資に対する配当金

優先出資に対する配当金
事業の利用分量に対する配当金
特 別 積 立 金
記念事業積立金
事業所移転費用積立金
　

87,025
＿

 32,744
＿

1,744 
（年6％の割合）

＿

＿

30,000 
1,000

＿

54,280 

業務粗利益及び業務純益等 （単位：千円）

資 金 運 用 収 益
資 金 調 達 費 用

役務取引等収益
役務取引等費用

その他業務収益
その他業務費用

243,884
11,964

231,919
9,632
2,274
7,358

 7,163
＿

7,163
 246,442

0.69%
54,691
56,459
49,891
49,891

税 金
経 費 合 計

物 件 費

人 件 費
項        目

役務取引の状況 （単位：千円）

科        目

受入為替手数料
その他の受入手数料
その他の役務取引等収益

支払為替手数料
そ の 他 の 支 払 手 数 料
その他の役務取引等費用

役 務 取 引 等 費 用

役 務 取 引 等 収 益

科        目
当期未処分剰余金
積 立 金 取 崩 額
剰 余 金 処 分 額

繰越金（当期末残高）

令和２年度
107,887 

85,573
10,107
12,206
 81,894
25,576
32,793

8,044
1,187
3,271

613
10,407

199 
189,982

9,632
1,417 
8,215

＿

2,274
110
434

1,728

9,902
1,467
8,434

＿

2,145
95

566
1,484

受取利息および支払利息の増減 （単位：千円）

項　　　　目
受 取 利 息 の 増 減
支 払 利 息 の 増 減

10,852
251

9,025
102

科　　目

資 金 運 用 収 支

役 務 取 引 等 収 支

そ の 他 の 業 務 収 支
業 務 粗 利 益
業 務 粗 利 益 率
業 務 純 益
実 質 業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益

（投資信託解約損益を除く。）

（注）１．業務粗利益率＝

　　２．業 務 純 益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）            
　　３．実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
　　４．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益    

×100業務粗利益
資金運用勘定計平均残高

令和元年度
108,860

＿

 52,730
＿

1,730 
（年6％の割合）

＿

＿

50,000 
1,000

＿

56,129 

令和２年度

252,909
12,066

240,842
9,902
2,145
7,756

 200,324
7

200,316
 448,915

1.23%
272,187
272,187

72,326
72,326

100,214 
84,228

3,480
12,505

 76,374
22,828
32,717

5,657
1,234
3,060

613
10,262

139
176,728

令和元年度

令和元年度

令和元年度 令和２年度

令和元年度 令和２年度

令和２年度

資 金 調 達
勘 定

区　　　分
経 常 収 益
経 常 利 益
当 期 純 利 益
預 金 積 金 残 高
貸 出 金 残 高
有 価 証 券 残 高
総 資 産 額
純 資 産 額
自己資本比率（単体）
出 資 総 額
出 資 総 口 数
出資に対する配当金
職 員 数

主要な経営指標の推移
経理・経営内容

（単位：千円）

平成30年度
261,280

43,309
31,643

32,746,111
4,905,866

13,176,882
36,640,754

2,616,925
17.11%
29,190

29,190口
1,744

12人

234,584
24,626
18,153

32,282,618
3,936,770

11,806,664
35,526,998

2,518,809
21.42％
29,656

29,656口
1,771

12人

平成28年度
260,077

59,955
37,238

31,544,025
4,640,361

12,339,766
35,071,839

2,554,165
18.93%
29,541

29,541口
1,767

12人

平成29年度
297,447

47,045
34,971

32,485,421
4,830,566

12,981,093
36,668,945

2,587,278
17.58%
29,441

29,441口
1,759

11人

令和元年度
475,185
284,236

54,579
34,089,592

4,913,746
13,206,538
38,041,277

2,669,202
15.89%
28,618

28,618口
1,730

11人

令和２年度

資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

科        目

う ち
貸 出 金
う ち
預 け 金
う ち
有 価 証 券

百万円35,328
36,391

4,825
5,026

17,749
17,825
12,705
13,490
32,674
33,645
31,874
32,845

̶
̶

800
800

243,884
252,909

58,753
59,711
 19,913
18,068

163,800
173,766

11,964
12,066
11,964
12,066

̶
̶
̶
̶

0.69
0.69
1.21
1.18
0.11
0.10
1.28
1.28
0.03
0.03
0.03
0.03

̶
̶
̶
̶

千円 ％
年度
１年度
２年度
１年度
２年度
１年度
２年度
１年度
２年度
１年度
２年度
１年度
２年度
１年度
２年度
１年度
２年度

う ち
預 金 積 金
う ち
譲 渡 性 預 金
う ち
借 用 金

資 金 運 用
勘 定

平均残高 利息 利回り

該当事項なし

総資産利益率 （単位：％）

区　　　分
総 資 産 経 常 利 益 率
総 資 産 当 期 純 利 益 率

令和２年度

先物取引の時価情報

該当事項なし

オフバランス取引の状況

（注）総資産経常（当期純）利益率 = ×100経常（当期純）利益
総資産（債務保証見返を除く）平均残高

0.77
0.14

令和元年度

総資金利鞘等 （単位：％）

（ ａ ）
（ ｂ ）

（ ａ - ｂ ）

資 金 運 用 利 回 り
資 金 調 達 原 価 率
総 資 金 利 鞘

令和２年度
0.69
0.56
0.13

0.69
0.61
0.08

0.12
0.08

令和元年度区　　　分

（注）1. 残高計数は期末日現在のものです。
      2.「自己資本比率（単体）」の平成18年度以降の計数は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。
　　

9
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（単位：百万円）

経理・経営内容
売買目的有価証券

満期保有目的の債券

該当事項なし

項　　　目 種　　類

国 債

地 方 債

短期社債

社 債

そ の 他

小 計

国 債

地 方 債

短期社債

社 債

そ の 他

小 計

令和２年度

貸借対照表
計　上　額 時　　価 差　　額

（注）１.時価は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。
　　２.「社債」には、政府保証債、公社公団債、金融債、事業債が含まれます。
　　３.上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。

ー

ー

ー

ー

100

100

ー

ー

ー

ー

ー

ー

100

ー

ー

ー

ー

101

101

ー

ー

ー

ー

ー

ー

101

ー

ー

ー

ー

1

1

ー

ー

ー

ー

ー

ー

1

令和元年度

貸借対照表
計　上　額 時　　価 差　　額

ー

ー

ー

ー

100

100

ー

ー

ー

ー

ー

ー

100

ー

ー

ー

ー

101

101

ー

ー

ー

ー

ー

ー

101

ー

ー

ー

ー

1

1

ー

ー

ー

ー

ー

ー

1

時価が貸借対照表
計上額を超えるも
の

時価が貸借対照表
計上額を超えない
もの　　　　　　

合　　　　　計
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（単位：百万円）

経理・経営内容
売買目的有価証券

満期保有目的の債券

該当事項なし

項　　　目 種　　類

国 債

地 方 債

短期社債

社 債

そ の 他

小 計

国 債

地 方 債

短期社債

社 債

そ の 他

小 計

令和２年度

貸借対照表
計　上　額 時　　価 差　　額

（注）１.時価は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。
　　２.「社債」には、政府保証債、公社公団債、金融債、事業債が含まれます。
　　３.上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。

ー

ー

ー

ー

100

100

ー

ー

ー

ー

ー

ー

100

ー

ー

ー

ー

101

101

ー

ー

ー

ー

ー

ー

101

ー

ー

ー

ー

1

1

ー

ー

ー

ー

ー

ー

1

令和元年度

貸借対照表
計　上　額 時　　価 差　　額

ー

ー

ー

ー

100

100

ー

ー

ー

ー

ー

ー

100

ー

ー

ー

ー

101

101

ー

ー

ー

ー

ー

ー

101

ー

ー

ー

ー

1

1

ー

ー

ー

ー

ー

ー

1

時価が貸借対照表
計上額を超えるも
の

時価が貸借対照表
計上額を超えない
もの　　　　　　

合　　　　　計

ー

9,686

897

1,800

ー

6,988

1,508

 11,194

ー

 600

ー

ー

ー

600

914

1,514

12,709

ー

8,596

1,596

2,098

ー

4,900

530

 9,126

ー

 2,200

ー

ー

ー

2,200

1,385

3,586

12,713

ー

10,020

980

1,887

ー

7,153

1,613

11,634

ー

581

ー

ー

ー

581

890

1,472

13,106

ー

9,094

1,816

2,228

ー

5,049

606

9,701

ー

2,135

ー

ー

ー

2,135

1,240

3,375

13,076

ー

334

82

87

ー

164

104

439

ー

△18

ー

ー

ー

△18

△24

△42

396

ー

498

220

129

ー

148

76

574

ー

△65

ー

ー

ー

△65

△145

△210

363

令和２年度令和元年度

時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券

子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式
関 連 法 人 等 株 式

非 上 場 株 式
合　　　計

ー
ー
0
0

ー
ー
0
0

11

項　　　目 種　　類

令和２年度令和元年度

貸借対照表
計　上　額

貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　　額取得原価 差　　額

（注）１.時価は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。
　　２.「社債」には、政府保証債、公社公団債、金融債、事業債が含まれます。
　　３.上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
るもの

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
ないもの

合　　　　　計

株 式

債 券

国 債

地 方 債

短期社債

社 債

そ の 他

小 計

株 式

債 券

国 債

地 方 債

短期社債

社 債

そ の 他

小 計
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経理・経営内容

該当事項なし

預貸率および預証率 （単位：％）

区　　　　　分 令和元年度 令和２年度
（ 期 　 　 末 ）
（ 期 中 平 均 ）
（ 期 　 　 末 ）
（ 期 中 平 均 ）

14.98
15.13
40.23
39.85

14.41
15.30
38.74
41.07

預 貸 率

預 証 率

定期預金種類別残高

区　　　　分
固 定 金 利 定 期 預 金
変 動 金 利 定 期 預 金
そ の 他 の 定 期 預 金
合 計

1 店舗当りの預金および貸出金残高 （単位：百万円）

区　　分
1店舗当りの預金残高
1店舗当りの貸出金残高

令和２年度末

職員1人当りの預金および貸出金残高 （単位：百万円）

区　　分
職員1人当りの預金残高
職員1人当りの貸出金残高

令和２年度末

32,746
4,905

令和元年度末

2,728
408

34,089
4,913

 3,099
446

令和元年度末

項　　目
外 国 為 替 売 買 益
商品有価証券売買益
国債等債券売却益
国債等債券償還益
金融派生商品収益
その他の業務収益
その他業務収益合計

その他業務収益の内訳 （単位：百万円）

40.5 
59.5 
59.4

̶
0.0

100.0

流 動 性 預 金
定 期 性 預 金
譲 渡 性 預 金
そ の 他 の 預 金
合 計

預金種目別平均残高 （単位：百万円、％）

資 金 調 達

種　　　目
金　　額構成比金　　額 構成比構成比

個 人
法 人

合 計

一 般 法 人
金 融 機 関
公 金

預金者別預金残高 （単位：百万円、％）

（単位：百万円）

40.0 
60.0 
59.9

̶
0.1

100.0

構成比
令和２年度末令和元年度末区　　分

財形貯蓄残高

13,629 
 20,460 
20,409

̶
34

34,089

13,268 
 19,477 
19,464

̶
13

32,746

14,387
̶
̶

14,387

13,828
̶
̶

13,828

金　　額

（注）1.預貸率=
預金積金+譲渡性預金

貸出金
×100

　　2.預証率=
預金積金+譲渡性預金

有価証券
×100

　　
52.3 
47.7

̶
̶

100.0

17,166 
15,679 

̶
̶

32,845

令和２年度
金　　額 　　

50.4 
49.6 

̶
̶

100.0

16,073 
15,800 

̶
̶

31,874

令和元年度

̶
̶

199
0

̶
0

200

̶
̶
6
0

̶
0
7

令和２年度令和元年度

令和元年度 令和２年度



　12

経理・経営内容

該当事項なし

預貸率および預証率 （単位：％）

区　　　　　分 令和元年度 令和２年度
（ 期 　 　 末 ）
（ 期 中 平 均 ）
（ 期 　 　 末 ）
（ 期 中 平 均 ）

14.98
15.13
40.23
39.85

14.41
15.30
38.74
41.07

預 貸 率

預 証 率

定期預金種類別残高

区　　　　分
固 定 金 利 定 期 預 金
変 動 金 利 定 期 預 金
そ の 他 の 定 期 預 金
合 計

1 店舗当りの預金および貸出金残高 （単位：百万円）

区　　分
1店舗当りの預金残高
1店舗当りの貸出金残高

令和２年度末

職員1人当りの預金および貸出金残高 （単位：百万円）

区　　分
職員1人当りの預金残高
職員1人当りの貸出金残高

令和２年度末

32,746
4,905

令和元年度末

2,728
408

34,089
4,913

 3,099
446

令和元年度末

項　　目
外 国 為 替 売 買 益
商品有価証券売買益
国債等債券売却益
国債等債券償還益
金融派生商品収益
その他の業務収益
その他業務収益合計

その他業務収益の内訳 （単位：百万円）

40.5 
59.5 
59.4

̶
0.0

100.0

流 動 性 預 金
定 期 性 預 金
譲 渡 性 預 金
そ の 他 の 預 金
合 計

預金種目別平均残高 （単位：百万円、％）

資 金 調 達

種　　　目
金　　額構成比金　　額 構成比構成比

個 人
法 人

合 計

一 般 法 人
金 融 機 関
公 金

預金者別預金残高 （単位：百万円、％）

（単位：百万円）

40.0 
60.0 
59.9

̶
0.1

100.0

構成比
令和２年度末令和元年度末区　　分

財形貯蓄残高

13,629 
 20,460 
20,409

̶
34

34,089

13,268 
 19,477 
19,464

̶
13

32,746

14,387
̶
̶

14,387

13,828
̶
̶

13,828

金　　額

（注）1.預貸率=
預金積金+譲渡性預金

貸出金
×100

　　2.預証率=
預金積金+譲渡性預金

有価証券
×100

　　
52.3 
47.7

̶
̶

100.0

17,166 
15,679 

̶
̶

32,845

令和２年度
金　　額 　　

50.4 
49.6 

̶
̶

100.0

16,073 
15,800 

̶
̶

31,874

令和元年度

̶
̶

199
0

̶
0

200

̶
̶
6
0

̶
0
7

令和２年度令和元年度

令和元年度 令和２年度

貸出金金利区分別残高 （単位：百万円）

区　　分
固 定 金 利 貸 出
変 動 金 利 貸 出
合 計

令和元年度末
738

4,167
4,905

令和２年度末
709

4,204
4,913

貸出金種類別平均残高

有価証券種類別残存期間別残高

（単位：百万円、％）

（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

（注）当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので、「特定海外債権引当勘定」に
係る引当は行っておりません。

資 金 運 用

割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越
合 計

令和２年度科　　目 　　
－

73 
 4,599 

151
4,824

　　
－

1.5 
95.3 

3.1
100.0

令和元年度
金　　額 構成比 　　

－
33 

 4,845 
146

5,026

　　
－

0.7 
96.4 

2.9
100.0

金　　額 構成比

（単位：百万円、％）

貸倒引当金の内訳 （単位：百万円）

一 般 貸 倒 引 当 金
個 別 貸 倒 引 当 金
貸 倒 引 当 金 合 計

令和２年度項　　目
期末残高 増減額 期末残高 増減額

有価証券種類別平均残高 （単位：百万円、％）

（単位：百万円）

国 債
地 方 債
短 期 社 債
社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他 の 証 券
合 計

区　　分
金　　額 構成比

消費者ローン・住宅ローン残高

41
63

104

△6
△4

△11

48
67

115

1
11
13

令和元年度

消 費 者 ロ ー ン
住 　 宅 ロ ー ン
合 計

区　　分
金　　額 構成比

74
ー

74

100.0
ー

100.0

1,596 
2,139

－
7,047 

0 
1,903

17
12,705

令和元年度

12.6
16.8

－
55.5 

0.0 
15.0

0.1
100.0

金　　額 構成比
1,475
1,987

－
7,659 

0 
2,190

177
13,490

令和２年度

10.9
14.7

－
56.8 

0.0 
16.2

1.3
100.0

国 債

地 方 債

短 期 社 債

社 債

株 式

外 国 証 券

その他の証券

合 計

区　　分 1年以内 10年超1年超
5年以内

5年超
10年以内

－
101
100
100

－
－

805
501

－
－
－

300
－
－

906
1,004

515
408
923         
816

－
－

1,992 
1,182          

－
－

768 
780

－
－

4,199
3,188

貸出金償却額 （単位：百万円）

項　　目
貸 出 金 償 却 額

令和元年度
ー

 令和２年度
ー

（単位：百万円、％）貸出金使途別残高

 1 年度末
 ２ 年度末 
 1 年度末
 ２ 年度末 
 1 年度末
 ２ 年度末 
 1 年度末
 ２ 年度末 
 1 年度末
 ２ 年度末 
 1 年度末
 ２ 年度末 
 1 年度末
 ２ 年度末 
 1 年度末
 ２ 年度末 

令和元年度末

13

金　　額 構成比
82
ー

82

100.0
ー

100.0

令和２年度末

運 転 資 金
設 備 資 金
合 計

区　　分
金　　額 構成比
 2,426
2,479
4,905

 49.5
50.5

100.0

令和元年度末
金　　額 構成比
 2,525
2,388
4,913

 51.4
48.6

100.0

 令和２年度末

  －
－

650
750

－ 
－

1,227
1,980

－
－

538
595

－
－

2,416
3,326

1,301 
470
554
219

－
－

3,158 
4,070 

0 
0

532 
662
109
264

5,656
5,687



破産更生債権及び
これらに準ずる債権

貸倒引当金
引当率

（C）/（A-B）

担保・
保証等
（B）

貸倒
引当金
（C）

保全額
（D）=（B）+（C）

保全率
（D）/（A）

債権額
（A）

100.0 
100.0 
100.0 
100.0

ー
ー

100.0
100.0

100.0
100.0
100.0
100.0

ー
ー

100.0
100.0

 49  
46
44
52
ー
ー 

93
99 

4,851
4,889
4,945
4,989

  2 
2

23
34
ー
ー

 26
36

  46
44
21
18
ー
ー

67
63

  49 
46
44
52
ー
ー

93
99

危 険 債 権

要管理債権

不良債権計

正 常 債 権

合 計

14

資 金 運 用

経 営 内 容
金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額（単位：百万円、％）

担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額 （単位：百万円、％）

「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手
続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている
債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政
状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利
息の受取りができない可能性の高い債権です。
「要管理債権」とは、「3か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」
に該当する貸出債権です。
「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権
で、「破産更正債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債
権」以外の債権です。
「担保・保証等（B）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能
見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
「貸倒引当金（C）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した
貸倒引当金です。
金額は決算後（償却後）の計数です。

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

（注）

「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又
は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った
部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、①会社更生法又は、金融機関等の更正手続の
特例等に関する法律の規定による更正手続開始の申立てがあった債務者、②民事再生法の規定による再生
手続開始の申立てがあった債務者、③破産法の規定による破産手続開始の申立てがあった債務者、④会社
法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者、⑤手形交換所の取引停止処分を受けた債務者等
に対する貸出金です。
「延滞債権」とは、上記1.および債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的と
して利息の支払いを猶予したもの以外の未収利息不計上貸出金です。
「3か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から3か月以上延滞している貸出金
（上記1．および2．を除く）です。
「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元
本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（上記1.～3.を除く）です。
「担保・保証額（B）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる
額です。
「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引き当てた金額を記載しており、リスク
管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当金は含まれておりません。
「保全率（B+C）／（A）」はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。
これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている
個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損失となるものではありません。

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.
8.

リスク管理債権及び同債権に対する保全額（単位：百万円、％）

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3ヵ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

合 計

 1 年度
 2 年度
 1 年度
 2 年度
 1 年度
 2 年度
 1 年度
 2 年度
 1 年度
 2 年度

 18
17  
73
78
－
－
－
－ 

92
96  

－
－ 

24
34 
－
－
－
－

 24
34

 18
17  
49
44
－
－
－
－

67
62 

区　　　　分区　　　　分 残　高
（A）

担保・保証額
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率
（B+C）/A
100.0
100.0
100.0
100.0

－
－
－
－

100.0
100.0

 1 年度
 2 年度
 1 年度
 2 年度
 1 年度
 2 年度
 1 年度
 2 年度
 1 年度
 2 年度
 1 年度
 2 年度

（注）

（単位：百万円、％）貸出金業種別残高・構成比

製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電 気・ガス・熱 供 給・水 道 業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、郵 便 業
卸 売 業 、小 売 業
金 融 業 、保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 　 育 、学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
小 計
地 方 公 共 団 体
雇用・能力開発機構等
個人（住宅・消費・納税資金等）
合 計

業　　種　　別
金　額 構成比 構成比

令和２年度末令和元年度末
金　額

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

4,163 
ー

738 
4,901

ー
ー
4

4,905

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

84.9 
ー

15.0 
99.9

ー
ー

0.1
100.0

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

4,199 
ー

709 
4,908

ー
ー
5

4,913

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

85.5 
ー

14.4 
99.9

ー
ー

0.1
100.0

－
－
－
－
－
－

37
31
－
－

37
31
－
－
－
－
－
－

37
31

 1 年度末
 2 年度末
 1 年度末
 2 年度末
 1 年度末
 2 年度末
 1 年度末
 2 年度末
 1 年度末
 2 年度末
 1 年度末
 2 年度末
 1 年度末
 2 年度末
 1 年度末
 2 年度末
 1 年度末
 2 年度末
 1 年度末
 2 年度末

571
523

－
－
－
－

495
508

－
－

1,066
1,031

207
400

3,118
3,004

512
476

4,905
4,913

当 組 合 預 金 積 金

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他

小 計

信用保証協会・信用保険

保 証

信 用

合 計

区　　　　分　　 債務保証見返額　金　　額　　構成比　　
 11.6
10.6

－
－
－
－

10.1
10.3

 
21.7
21.0 

4.2 
8.1 

63.6 
61.1 
10.4

9.7
100.0
100.0



破産更生債権及び
これらに準ずる債権

貸倒引当金
引当率

（C）/（A-B）

担保・
保証等
（B）

貸倒
引当金
（C）

保全額
（D）=（B）+（C）

保全率
（D）/（A）

債権額
（A）

100.0 
100.0 
100.0 
100.0

ー
ー

100.0
100.0

100.0
100.0
100.0
100.0

ー
ー

100.0
100.0

 49  
46
44
52
ー
ー 

93
99 

4,851
4,889
4,945
4,989

  2 
2

23
34
ー
ー

 26
36

  46
44
21
18
ー
ー

67
63

  49 
46
44
52
ー
ー

93
99

危 険 債 権

要管理債権

不良債権計

正 常 債 権

合 計

14

資 金 運 用

経 営 内 容
金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額（単位：百万円、％）

担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額 （単位：百万円、％）

「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手
続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている
債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政
状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利
息の受取りができない可能性の高い債権です。
「要管理債権」とは、「3か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」
に該当する貸出債権です。
「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権
で、「破産更正債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債
権」以外の債権です。
「担保・保証等（B）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能
見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
「貸倒引当金（C）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した
貸倒引当金です。
金額は決算後（償却後）の計数です。

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

（注）

「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又
は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った
部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、①会社更生法又は、金融機関等の更正手続の
特例等に関する法律の規定による更正手続開始の申立てがあった債務者、②民事再生法の規定による再生
手続開始の申立てがあった債務者、③破産法の規定による破産手続開始の申立てがあった債務者、④会社
法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者、⑤手形交換所の取引停止処分を受けた債務者等
に対する貸出金です。
「延滞債権」とは、上記1.および債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的と
して利息の支払いを猶予したもの以外の未収利息不計上貸出金です。
「3か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から3か月以上延滞している貸出金
（上記1．および2．を除く）です。
「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元
本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（上記1.～3.を除く）です。
「担保・保証額（B）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる
額です。
「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引き当てた金額を記載しており、リスク
管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当金は含まれておりません。
「保全率（B+C）／（A）」はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。
これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている
個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損失となるものではありません。

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.
8.

リスク管理債権及び同債権に対する保全額（単位：百万円、％）

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3ヵ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

合 計

 1 年度
 2 年度
 1 年度
 2 年度
 1 年度
 2 年度
 1 年度
 2 年度
 1 年度
 2 年度

 18
17  
73
78
－
－
－
－ 

92
96  

－
－ 

24
34 
－
－
－
－

 24
34

 18
17  
49
44
－
－
－
－

67
62 

区　　　　分区　　　　分 残　高
（A）

担保・保証額
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率
（B+C）/A
100.0
100.0
100.0
100.0

－
－
－
－

100.0
100.0

 1 年度
 2 年度
 1 年度
 2 年度
 1 年度
 2 年度
 1 年度
 2 年度
 1 年度
 2 年度
 1 年度
 2 年度

（注）

（単位：百万円、％）貸出金業種別残高・構成比

製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電 気・ガス・熱 供 給・水 道 業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、郵 便 業
卸 売 業 、小 売 業
金 融 業 、保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 　 育 、学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
小 計
地 方 公 共 団 体
雇用・能力開発機構等
個人（住宅・消費・納税資金等）
合 計

業　　種　　別
金　額 構成比 構成比

令和２年度末令和元年度末
金　額

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

4,163 
ー

738 
4,901

ー
ー
4

4,905

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

84.9 
ー

15.0 
99.9

ー
ー

0.1
100.0

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

4,199 
ー

709 
4,908

ー
ー
5

4,913

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

85.5 
ー

14.4 
99.9

ー
ー

0.1
100.0

－
－
－
－
－
－

37
31
－
－

37
31
－
－
－
－
－
－

37
31

 1 年度末
 2 年度末
 1 年度末
 2 年度末
 1 年度末
 2 年度末
 1 年度末
 2 年度末
 1 年度末
 2 年度末
 1 年度末
 2 年度末
 1 年度末
 2 年度末
 1 年度末
 2 年度末
 1 年度末
 2 年度末
 1 年度末
 2 年度末

571
523

－
－
－
－

495
508

－
－

1,066
1,031

207
400

3,118
3,004

512
476

4,905
4,913

当 組 合 預 金 積 金

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他

小 計

信用保証協会・信用保険

保 証

信 用

合 計

区　　　　分　　 債務保証見返額　金　　額　　構成比　　
 11.6
10.6

－
－
－
－

10.1
10.3

 
21.7
21.0 

4.2 
8.1 

63.6 
61.1 
10.4
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　当組合では、お客様により一層のご満足を頂けるよう、お取引に係る苦情等を受付けております
ので、お気軽にお申し出ください。 （苦情等とは、組合との取引に関する照会・相談・要望・苦情・紛
争のいずれかに該当するもの及びこれらに準ずるものをいいます。）
　お問い合わせは、右記の窓口をご利用ください。

　苦情等のお申し出は当組合のほか、しんくみ相談所でも受付けております。
相談所は、公平・中立な立場でお申し出を伺い、お客様の了解を得た上、当該組合に対し迅速な
解決を要請します。

　東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会（以下、「東京弁護士会等」という。）のほか、福岡県弁護士会が設置運営する紛争解決センター（以下、
「福岡県弁護士会紛争解決センター」という。）で紛争の解決を図ることも可能ですので、当組合総務課またはしんくみ相談所へお申し出ください。また、お客様が直接、
東京弁護士会等や、福岡県弁護士会紛争解決センターへ申し出ることも可能です。なお、東京弁護士会等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当事者
の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を進める方法があります。
①　移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管します。例えば、福岡県弁護士会の仲裁センターに事件を移管し、以後、当該弁護士会の仲裁セ

ンターで手続を進めることができます。
②　現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議システム等により、共同して解決に当ります。

例えば、お客様は、福岡県弁護士会の仲裁センターにお越しいただき、当該弁護士会の斡旋人とは面談で東京の弁護士会の斡旋人とはテレビ会議シ
ステム等を通じてお話しいただくことにより、手続を進めることができます。

（注）移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳ではありませんのでご注意ください。下記東京弁護士会等のいずれかにご照会ください。

受付窓口：佐賀県医師信用組合総務課
住　　所：佐賀市水ヶ江1丁目12-10
電話番号：0 9 5 2 - 3 7 - 1 4 2 4
受付時間：午前9時から午後5時まで
　　　　 （ただし当組合の休業日を除く）

名　　称：しんくみ相談所（一般社団法人 全国信用組合中央協会）
住　　所：東京都中央区京橋1-9-1
電話番号：0 3 - 3 5 6 7 - 2 4 5 6
受付時間：午前9時から午後5時まで
　　　　 （ただし金融機関の休業日を除く）

名　　称 東京弁護士会紛争解決センター

北九州法律相談センター 久留米センター

住 所 東京都千代田区霞が関1 - 1 - 3 東京都千代田区霞が関1 - 1 - 3 東京都千代田区霞が関1 - 1 - 3

電話番号 0 3 - 3 5 8 1 - 0 0 3 1 0 3 - 3 5 9 5 - 8 5 8 8 0 3 - 3 5 8 1 - 2 2 4 9

受 付 日 月～金（祝日、年始年末除く） 月～金（祝日、年始年末除く） 月～金（祝日、年始年末除く）
時 間 9：30～12：00　13：00～15：00 10：00～12：00　13：00～16：00 9：30～12：00　13：00～17：00

名　　称 天神弁護士センター

第一東京弁護士会仲裁センター 第二東京弁護士会仲裁センター

住 所 北九州市小倉北区金田 1-4-2（北九州弁護士会館内）福岡市中央区渡辺通 5-14-12（南天神ビル内） 久留米市篠山町 11-5（筑後弁護士会館内）

電話番号 0 9 3 - 5 6 1 - 0 3 6 00 9 2 - 7 4 1 - 3 2 0 8 0 9 4 2 - 3 0 - 0 1 4 4

受 付 日 月～金　　10：00～19：00 月～金（祝日、年始年末除く）　 月～金（祝日、年始年末除く）
時 間 土日祝日　10：00～13：00 9：30～12：30　13：30～15：30 10：00～11：30　13：00～16：00

○ 金融ＡＤＲ制度を踏まえた内部管理態勢について
　当組合は、お客様からのお申し出について、以下のとおり金融ＡＤＲ制度も踏
まえ、内部管理態勢等を整備して迅速・公平・適切な対応を図り、もって当組
合に対するお客様の信頼の向上に努めます。

1． お客様からの苦情等については、佐賀県医師信用組合総務課で受付けます。
２． お申し出いただいた苦情等は、事情・事実関係を調査するとともに、必要に応

じ関係部署との連携を図り、公正・迅速・誠実に対応し、解決に努めます。
３． 苦情等の受付・対応に当たっては、個人情報保護に関する法律やガイドライン

等に沿い、適切に取扱いいたします。
４． お客様からの苦情等のお申し出は、しんくみ相談所をはじめとする他の機関で

も受付けていますので、内容やご要望等に応じて適切な機関をご紹介し、その
標準的な手続等の情報を提供します。

５． 紛争解決を図るため、弁護士会が設置運営する仲裁センター等を利用するこ
とが出来ます。その際は、しんくみ相談所の規則等を遵守し解決に取組みます。

６． 顧客サポート等に係る情報の集約、苦情等に対する対応の進捗状況および処
理指示については、総務課が一元的に管理します。

７． 反社会的勢力による苦情等を装った圧力に対しては、規程等に基づき、必要に
応じ警察等関係機関との連携をとった上、断固たる対応をとります。

８． 苦情等に対応するため、研修等により関連規程等に基づき業務が運営される
よう、組合内に周知・徹底を図ります。

９． 苦情等の内容について分析し、調査を行った苦情等の発生原因を把握した
上、苦情等の再発防止、未然防止に向けた取組みを不断に行います。

○ 当組合の苦情受付・対応態勢

経　営　内　容
法令遵守体制

苦情処理措置及び紛争解決措置

●法令遵守体制
　当組合は、組合員の相互扶助を基本理念とし、金融面で組合員の医業経営に関する事業の発展に貢献すると同時に、地域の発展に貢献することを目的として、
その社会的使命と責任を全うするために倫理網領を定めております。
　当組合の職員は、業務遂行にあたり、組合員並びに広く社会一般から疑惑、不信を招くような行為の防止を図り、信頼を確保するよう網紀粛正に厳正に努めており
ます。
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1.　対象役員
　　　当組合では、理事全員及び監事全員（非常勤を含む）の報酬体系を開示しております。対象役員に対する報酬等は、職務執行
　　の対価として支払う「基本報酬」と、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時等に支払う「退職慰労金」で構成
　　されております。
　⑴　報酬体系の概要
　　【基本報酬】
　　　非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を　
　　決定しております。
　　　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を勘案して、当組合の理事会において決定しております。
　　また、各監事の基本報酬額につきましては、監事の協議により決定しております。
　　【退職慰労金】
　　　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総会で承認を得た後、支払っております。
　　　　なお、当組合では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程で定めております。
　　　　　a. 決定方法　b. 支払手段　c. 決定時期と支払時期
　⑵　役員に対する報酬

　　　　注１．上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条別紙様式第4号「附属明細書」における役員に対する報酬です。
　　　　注２．支払人数は、理事13名、監事３名です（期中に退任した者を含む）。
　　　　注３．上記以外に支払った役員退職慰労金は理事8,355千円です。
　⑶　その他

「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第6号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用
協同組合等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成24
年3月29日付金融庁告示第23号）第3条第1項第3号及び第5号に該当する事項はありません。

２．対象職員等
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上
の報酬等を受ける者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。

　　　なお、令和２年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。
注１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
注２．「同等額」は、令和２年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
注３．当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与規程」及び「退職金規程」に基づき支払っております。

なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、業績連動型の報酬体系を取り入れた自社の利益を上げること
や株価を上げることに動機づけされた報酬となっていないため、職員が過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系はありません。

　当組合は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮断するため、以下の通り
基本方針を定め、これを遵守します。
１．組織としての対応

　当組合は、反社会的勢力による不当要求に対し、対応する役職員の安全を確保しつつ組織全体として対応し、迅速な問題解決
に努めます。

２．外部専門機関との連携
　当組合は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士などの外部専門機関と
緊密な連携関係を構築します。

３．取引の未然防止を含めた一切の関係遮断
　当組合は、信用組合の社会的責任を強く認識し、その責任を組織全体で果たすため、反社会的勢力との取引の未然防止を含め
た一切の関係を遮断し、反社会的勢力からの不当な要求には応じません。

４．有事における民事と刑事の法的対応
　当組合は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応し
ます。

５．資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与の禁止
　当組合は、いかなる理由があっても反社会的勢力に対して事案を隠ぺいするための資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供
与は行いません。

報酬体系について

反社会的勢力に対する取組み

経　営　内　容

区　分
理 事
監 事
合　計

当期中の報酬支払額
27

1
28

総会等で定められた報酬限度額
35

2
37

（単位：百万円）
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1.　対象役員
　　　当組合では、理事全員及び監事全員（非常勤を含む）の報酬体系を開示しております。対象役員に対する報酬等は、職務執行
　　の対価として支払う「基本報酬」と、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時等に支払う「退職慰労金」で構成
　　されております。
　⑴　報酬体系の概要
　　【基本報酬】
　　　非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を　
　　決定しております。
　　　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を勘案して、当組合の理事会において決定しております。
　　また、各監事の基本報酬額につきましては、監事の協議により決定しております。
　　【退職慰労金】
　　　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総会で承認を得た後、支払っております。
　　　　なお、当組合では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程で定めております。
　　　　　a. 決定方法　b. 支払手段　c. 決定時期と支払時期
　⑵　役員に対する報酬

　　　　注１．上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条別紙様式第4号「附属明細書」における役員に対する報酬です。
　　　　注２．支払人数は、理事13名、監事３名です（期中に退任した者を含む）。
　　　　注３．上記以外に支払った役員退職慰労金は理事8,355千円です。
　⑶　その他

「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第6号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用
協同組合等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成24
年3月29日付金融庁告示第23号）第3条第1項第3号及び第5号に該当する事項はありません。

２．対象職員等
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上
の報酬等を受ける者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。

　　　なお、令和２年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。
注１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
注２．「同等額」は、令和２年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
注３．当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与規程」及び「退職金規程」に基づき支払っております。

なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、業績連動型の報酬体系を取り入れた自社の利益を上げること
や株価を上げることに動機づけされた報酬となっていないため、職員が過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系はありません。

　当組合は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮断するため、以下の通り
基本方針を定め、これを遵守します。
１．組織としての対応

　当組合は、反社会的勢力による不当要求に対し、対応する役職員の安全を確保しつつ組織全体として対応し、迅速な問題解決
に努めます。

２．外部専門機関との連携
　当組合は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士などの外部専門機関と
緊密な連携関係を構築します。

３．取引の未然防止を含めた一切の関係遮断
　当組合は、信用組合の社会的責任を強く認識し、その責任を組織全体で果たすため、反社会的勢力との取引の未然防止を含め
た一切の関係を遮断し、反社会的勢力からの不当な要求には応じません。

４．有事における民事と刑事の法的対応
　当組合は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応し
ます。

５．資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与の禁止
　当組合は、いかなる理由があっても反社会的勢力に対して事案を隠ぺいするための資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供
与は行いません。
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経 営 内 容

■自己資本調達手段の概要

　　当組合では、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行うことにより自己資本を充実させ、経営の健全性・安全性
　を充分に保っていると評価しております。なお、将来の自己資本の充実策については、年度毎に掲げる収支計画に基づい
　た業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上げを第一義的な施策として考えております。

■自己資本の充実度に関する評価方法の概要

ー　定性的事項　ー
・　信用リスクに関する事項
・　信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
・　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要・ ・ ・ 該当なし
・　オペレーショナル・リスクに関する事項
・　協同組合による金融事業に関する法律施行令（昭和五十七年政令第四十四号）第三条第五項第三号に規定する出資その他これに類

するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要
・　金利リスクに関する事項

自己資本の充実の状況

リスク管理体制

●信用リスクに関する事項
■信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少ないし消失し、当組合が損失を被るリスク

であります。当組合は、中・長期経営計画を踏まえ、信用リスク集中の排除とリスク対比リターンの極大化を狙いとし
た信用ポートフォリオ管理、個別与信における厳正な審査に基づく信用管理を両輪として、リスクの所在やその規模を
適切に把握するとともに、資産の健全性を維持し、不良債権の発生を未然に防ぐことによって、収益力を向上させるよ
う努めることにしております。具体的には融資時の審査において融資先の財務状況、資金使途、返済原資等の適格な把
握を確実に行うと共に、融資先が特定組合員に偏らず小口融資を重視することにより信用リスクの回避に努めることと
しています。

　　又、個別案件ごとの審査とは、別に自己責任原則のもと適正な資産の自己査定等を実施し、査定内容について厳正な
チェックを行ったうえで、査定結果に基づく適正な償却、引当を行い、健全性の確保に努めています。定期的に信用状
況の報告を理事会に行い「信用リスク管理方針」の遵守状況を検証する事にしています。

■オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　当組合では、事務リスク方針、システムリスク方針を踏まえ、オペレーショナル・リスクの組織体制・管理の仕組みを

整備し、リスクの未然防止に努めております。
　　バーゼルⅢ対応として、オペレーショナル・リスク相当額の算定は、基礎的手法による計測を採用しています。又、

各種リスクについては、必要に応じ理事会に報告する体制を整備しております。

●オペレーショナル・リスクに関する事項

令和２年度の決算における、 出資等株式エクスポージャーにあたるものは、 全国信用協同組合連合会、 信組情報サービス等
の出資で、 合計50,100千円となっており、 その他資産勘定に計上、 当組合が定める「金融商品会計に関する事務指針」に
従った適正な会計処理を行っております。

●出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方法及び手続の概要に関する事項

■リスクの説明及び管理体制
　　金利リスクとは市場での金利変動に伴い損失を被るリスクで資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存在している

中で金利が変動することにより、利益が低下ないし損失を被るリスクであります。
　　当組合では、評価計測を定期的に行い、収益の影響度を計測、理事会や経営戦略会議（ALM 会議）において協議、

経営陣への報告を行っており、又自己資本・経営体力を勘案し適正な水準にリスクコントロールを行い、健全で安全な
運用管理を行っております。

■計測手法
　　商品別金利リスクについては、その他計算方法の再評価法で行っております。
■コア預金
　　明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求によって随時払い出される預金のうち、引き出されることなく長期間佐賀

県医師信用組合に滞留する預金。「流動性預金（普通預金）の底だまり」
　　現残高の50％相当額を上限とし、満期5年以内（平均2.5年）と定めています。
■金利ショック幅
　　99％タイル値又は1％タイル値
■リスク計測の頻度
　　月次（前月末基準）

●金利リスクに関する事項

令和２年度

224

令和元年度

254

（単位：百万円）

　　当組合の自己資本は、佐賀県内の医師・医療機関
　及びこれらに関連するお客様などによる出資金及び
　利益剰余金等により構成されております。

発行主体

資本調達手段の種類

コア資本に係る基礎項目に算入された額

佐賀県医師信用組合

普通出資

28百万円



（注）　自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用協同組合及び信用組
合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準(平成18年金融庁告示第22号)」に係る算式に基づき算出
しております。なお、当組合は国内基準により自己資本比率を算出しております。
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17.11　

自己資本の構成に関する事項

経 営 内 容

ー　定量的事項　ー
・　自己資本の構成に関する事項
・　自己資本の充実度に関する事項
・　信用リスク（信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く。）に関する事項
・　信用リスク削減手法に関する事項
・　派生商品取引及び長期決裁期間取引の相手のリスクに関する事項・・・・・・該当事項なし
・　出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
・　信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーの額・・・該当事項なし
・　金利リスクに関して信用協同組合等が内部管理のうえ使用した金利ショックに対する損益又は経済的価値の増減額

リスク管理体制

コア資本に係る基礎項目(１)
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額
　　うち、出資金及び資本剰余金の額
　　うち、利益剰余金の額
　　うち、外部流出予定額(△)
　　うち、上記以外に該当するものの額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
　　うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
　　うち、適格引当金コア資本算入額
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に
係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価前の帳簿価額の四十五パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎
項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額　　　　　(イ)
コア資本に係る調整項目(２)
無形固定資産(モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。)の額の合計額
　　うち、のれんに係るものの額
　　うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産(一時差異に係るものを除く。)の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等(純資産の部に計上されるものを除く。)の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る十パーセント基準超過額
　　うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
　　うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
　　うち、繰延税金資産(一時差異に係るものに限る。)に関連するものの額
特定項目に係る十五パーセント基準超過額
　　うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
　　うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
　　うち、繰延税金資産(一時差異に係るものに限る。)に関連するものの額
コア資本に係る調整項目の額　　　　　(ロ)
自己資本
自己資本の額（（イ）ー（ロ））　　　　　　（ハ)
リスク・アセット等　　 (３)
信用リスク・アセットの額の合計額
　　うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
　　　　うち、無形固定資産(のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツ係るものを除く。)
　　　　うち、繰延税金資産
　　　　うち、前払年金費用
　　　　うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
　　　　うち、上記以外に該当するものの額
オペレーション・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーション・リスク相当額調整額
リスク・アセットの額の合計額　　　　 (ニ)
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ））

令和元年度 令和２年度項　　　　　　　　　目

（単位：百万円、％）

％ ％
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（注）　自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用協同組合及び信用組
合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準(平成18年金融庁告示第22号)」に係る算式に基づき算出
しております。なお、当組合は国内基準により自己資本比率を算出しております。
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17.11　

自己資本の構成に関する事項

経 営 内 容

ー　定量的事項　ー
・　自己資本の構成に関する事項
・　自己資本の充実度に関する事項
・　信用リスク（信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く。）に関する事項
・　信用リスク削減手法に関する事項
・　派生商品取引及び長期決裁期間取引の相手のリスクに関する事項・・・・・・該当事項なし
・　出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
・　信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーの額・・・該当事項なし
・　金利リスクに関して信用協同組合等が内部管理のうえ使用した金利ショックに対する損益又は経済的価値の増減額

リスク管理体制

コア資本に係る基礎項目(１)
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額
　　うち、出資金及び資本剰余金の額
　　うち、利益剰余金の額
　　うち、外部流出予定額(△)
　　うち、上記以外に該当するものの額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
　　うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
　　うち、適格引当金コア資本算入額
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に
係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価前の帳簿価額の四十五パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎
項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額　　　　　(イ)
コア資本に係る調整項目(２)
無形固定資産(モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。)の額の合計額
　　うち、のれんに係るものの額
　　うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産(一時差異に係るものを除く。)の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等(純資産の部に計上されるものを除く。)の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る十パーセント基準超過額
　　うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
　　うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
　　うち、繰延税金資産(一時差異に係るものに限る。)に関連するものの額
特定項目に係る十五パーセント基準超過額
　　うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
　　うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
　　うち、繰延税金資産(一時差異に係るものに限る。)に関連するものの額
コア資本に係る調整項目の額　　　　　(ロ)
自己資本
自己資本の額（（イ）ー（ロ））　　　　　　（ハ)
リスク・アセット等　　 (３)
信用リスク・アセットの額の合計額
　　うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
　　　　うち、無形固定資産(のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツ係るものを除く。)
　　　　うち、繰延税金資産
　　　　うち、前払年金費用
　　　　うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
　　　　うち、上記以外に該当するものの額
オペレーション・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーション・リスク相当額調整額
リスク・アセットの額の合計額　　　　 (ニ)
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ））

令和元年度 令和２年度項　　　　　　　　　目

（単位：百万円、％）

％ ％
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経 営 内 容

所要自己資本の額=リスク・アセットの額×4％
「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公
社、外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、
欧州共同体、信用保証協会等のことです。

「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソプリン向け」、
「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
「その他」とは、ⅰ～ⅹに区分されないエクスポージャーです。
オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。　　

　　
単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

1.
2.
3.

4.

5.
6.

　
7.

（注）
　　

イ.　信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計

ロ.　オペレーショナル・リスク
ハ.　単体総所要自己資本額（イ+ロ）

② 証券化エクスポージャー
③ リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー

① 標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー

④ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額
⑤ 

⑥ CSVリスク相当額を８％で除して得た額
⑦ 中央清算機関関連エクスポージャー

ソブリン向け
金融機関向け
法人等向け
中小企業等・個人向け
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業向け
三月以上延滞等
出資等

ⅰ
ⅱ
ⅲ
ⅳ
ⅴ
ⅵ
ⅶ

その他ⅺ

ⅷ
出資等のエクスポージャー
重要な出資のエクスポージャー

他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対象普通出
資等に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー

他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係
る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額

信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る
調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー

ⅸ

ⅹ

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

（単位：百万円）

令和元年度 令和２年度

ルック・スルー方式      
マンデート方式      
蓋然性方式(250％)
蓋然性方式(400％)
フォールバック方式(1250％) 

15,077
15,077

1,076
7,781

726
163

ー
ー
ー
ー
ー
ー

1,750

50

3,528
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー

ー
ー

451
15,528

603
603

43
311

29
6
ー
ー
ー
ー
ー
ー

70

2

141
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー

ー
ー

18
621

16,433
16,433

1,284
8,804

716
141

ー
ー
ー
ー
ー
ー

1,750

50

3,686
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー

ー
ー

578
17,011

657
657

51
352

28
5
ー
ー
ー
ー
ー
ー

70

2

147
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー

ー
ー

23
680

÷8％

自己資本の充実度に関する事項

　金利リスクの算定手法の概要等は、貸借対照表の注記に記載しております。
　「金利リスクに関する事項」について、平成31年金融庁告示第３号（2019年2月18日）による改正を受け、2020年3月末からΔNIIを開示することと
なりました。

1.
2.

（注）

上方パラレルシフト
下方パラレルシフト
スティープ化
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値

自己資本の額

629
0

459

629

750
0

559

750
 
2,663

令和元年度末項番 令和２年度末

 
2,709

△24
6

6
 

△10
4

4
 

令和元年度末 令和２年度末

（単位：百万円）

⊿ＥＶＥ（経済価値の変動） ⊿ＮＩＩ（期間収益の変動）

金利リスクに関する事項

1 
2 
3 
4 
5
6 
7 

8

●金利リスク（ＩＲＲＢＢ）

令和元年度末 令和２年度末

粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％
直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

＜オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法＞　
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経 営 内 容

●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高
　〈業種別・残存期間別〉

「貸出金、コミットメント及びその他デリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取
引を除くオフバランス取引の与信相当額の合計額です。
「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分や期間区分に分類することが困難なエクスポ
ージャーです。
CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

1.

2.
3.
4.

5 .
6 .

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

エクスポージャー区分 信用リスクエクスポージャー期末残高

令和元年度
999
　ー

　　ー
　　ー

100 
516 
869 
522 
713 

1,262 
1,310  
　　ー

0 
　　ー

ー
ー
ー

4,201
ー

　ー
5,093 

4 
2,576 

18,169  
1,276 
2,395 
2,780 
1,463 
1,996 
8,097 

159
ー

18,169

999
　　　ー

　　ー
　　ー

100 
516 
869 
522 
713 

1,262 
1,310 

　　　ー
0 

　　　ー
　　ー
　　ー

　ー
　　ー
　　ー

　ー
5,093 
　　ー
1,838 

13,226 
906 

2,006 
2,190 
1,053 
1,363 
5,546 

159  
　　ー

13,226

貸出金、コミットメント
及びその他の

デリバティブ以外の
オフ・バランス取引業種区分

期間区分

債　　券 デリバティブ取引

三月以上延滞
エクスポージャー

製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、砕石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 　 育 、 学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等
個 人
そ の 他
業 種 別 合 計
1 年 以 下
1 年 超 3 年 以 下
3 年 超 5 年 以 下
5 年 超 7 年 以 下
7 年 超 1 0 年 以 下
1 0 　 年 　 超
期 間 の 定 め な い も の
そ の 他
残 存 期 間 別 合 計

（単位：百万円）

令和元年度
　　ー
　　ー
　　ー
　　ー

　ー
　ー

　　ー
　ー
　ー
　ー
　ー

　　ー
　　ー
　　ー
　　ー

　ー
　ー

4,201 
　　ー
　　ー
　　ー

4 
738

4,943
369 
388 
590 
410 
633 

2,550 
　ー
　ー

4,943

令和元年度 令和２年度 令和２年度
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

令和２年度
1,111

　ー
　　ー
　　ー

100 
728 

1,329 
512 
715 

1,530
1,497 
　　ー

0 
　　ー

ー
ー
ー

4,120
ー

　ー
3,390 

5 
3,158 

18,201  
1,333 
1,980 
1,999 
1,778 
2,814 
7,980

314
ー

18,201

1,111
　　　ー

　　ー
　　ー

100 
728 

1,329 
512 
715 

1,530 
1,497 

　　　ー
0 

　　　ー
　　ー
　　ー

　ー
　　ー
　　ー

　ー
3,390 
　　ー
2,339 

13,256 
1,004 
1,628 
1,559 
1,248 
2,077
5,422 

314  
　　ー

13,256

令和２年度
　　ー
　　ー
　　ー
　　ー

　ー
　ー

　　ー
　ー
　ー
　ー
　ー

　　ー
　　ー
　　ー
　　ー

　ー
　ー

4,120 
　　ー
　　ー
　　ー

5 
819

4,944
328 
351 
439 
530 
736 

2,557 
　ー
　ー

4,944

令和２年度 令和元年度 令和元年度

信用リスクに関する事項（証券エクスポージャーを除く）

20

（注）



経 営 内 容

●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高
　〈業種別・残存期間別〉

「貸出金、コミットメント及びその他デリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取
引を除くオフバランス取引の与信相当額の合計額です。
「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分や期間区分に分類することが困難なエクスポ
ージャーです。
CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

1.

2.
3.
4.

5 .
6 .

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

エクスポージャー区分 信用リスクエクスポージャー期末残高

令和元年度
999
　ー

　　ー
　　ー

100 
516 
869 
522 
713 

1,262 
1,310  
　　ー

0 
　　ー

ー
ー
ー

4,201
ー

　ー
5,093 

4 
2,576 

18,169  
1,276 
2,395 
2,780 
1,463 
1,996 
8,097 

159
ー

18,169

999
　　　ー

　　ー
　　ー

100 
516 
869 
522 
713 

1,262 
1,310 

　　　ー
0 

　　　ー
　　ー
　　ー

　ー
　　ー
　　ー

　ー
5,093 
　　ー
1,838 

13,226 
906 

2,006 
2,190 
1,053 
1,363 
5,546 

159  
　　ー

13,226

貸出金、コミットメント
及びその他の

デリバティブ以外の
オフ・バランス取引業種区分

期間区分

債　　券 デリバティブ取引

三月以上延滞
エクスポージャー

製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、砕石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 　 育 、 学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等
個 人
そ の 他
業 種 別 合 計
1 年 以 下
1 年 超 3 年 以 下
3 年 超 5 年 以 下
5 年 超 7 年 以 下
7 年 超 1 0 年 以 下
1 0 　 年 　 超
期 間 の 定 め な い も の
そ の 他
残 存 期 間 別 合 計

（単位：百万円）

令和元年度
　　ー
　　ー
　　ー
　　ー

　ー
　ー

　　ー
　ー
　ー
　ー
　ー

　　ー
　　ー
　　ー
　　ー

　ー
　ー

4,201 
　　ー
　　ー
　　ー

4 
738

4,943
369 
388 
590 
410 
633 

2,550 
　ー
　ー

4,943

令和元年度 令和２年度 令和２年度
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

令和２年度
1,111

　ー
　　ー
　　ー

100 
728 

1,329 
512 
715 

1,530
1,497 
　　ー

0 
　　ー

ー
ー
ー

4,120
ー

　ー
3,390 

5 
3,158 

18,201  
1,333 
1,980 
1,999 
1,778 
2,814 
7,980

314
ー

18,201

1,111
　　　ー

　　ー
　　ー

100 
728 

1,329 
512 
715 

1,530 
1,497 

　　　ー
0 

　　　ー
　　ー
　　ー

　ー
　　ー
　　ー

　ー
3,390 
　　ー
2,339 

13,256 
1,004 
1,628 
1,559 
1,248 
2,077
5,422 

314  
　　ー

13,256

令和２年度
　　ー
　　ー
　　ー
　　ー

　ー
　ー

　　ー
　ー
　ー
　ー
　ー

　　ー
　　ー
　　ー
　　ー

　ー
　ー

4,120 
　　ー
　　ー
　　ー

5 
819

4,944
328 
351 
439 
530 
736 

2,557 
　ー
　ー

4,944

令和２年度 令和元年度 令和元年度

信用リスクに関する事項（証券エクスポージャーを除く）
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（注）
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経 営 内 容
●業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等

63
－
－
63

67
－
－
67

－
－
－
－

－
－
－
－

－
－
－
－

4
－
－
4

令和２年度 令和２年度 令和２年度 令和２年度 令和２年度 令和２年度
67
－
－
67

55
－
－
55

11
－
－
11

－
－
－
－

－
－
－
－

－
－
－
－

令和元年度 令和元年度 令和元年度 令和元年度 令和元年度 令和元年度

個 別 貸 倒 引 当 金
貸出金償却

業　　種　　別

医 療 、 福 祉
そ の 他 の 産 業
個 人

合　　計
（注）1． 当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

令和２年度

472
1,065
987
－

3,810
－

2,514
－

708
－
－

9,559

4,179
166
－
－
－

163
4,175

－
－
－
－

8,684

364
528

1,322
－

4,254
－

3,468
－

711
－
－

10,650

3,062
346
－
－
－

198
3,943

－
－
－
－

7,551

令和元年度

令和２年度 令和２年度 令和２年度令和元年度 令和元年度 令和元年度

507

507

561

561

％
％

％
％
％
％
％
％
％
％1,250

その他

３  コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

２ . 上記「保証」には、告示（平成18年金融庁告示２２号）第４５条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会より保証されたエクスポージャー）、
　 第４６条（株式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。
３ . その他とは、①～⑩に区分されないエクスポージャーです。

三
出資等
出資等のエクスポージャー
重要な出資のエクスポージャー

⑨

⑩

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧

⑪

他の金融機関等の対象資本調達手段
のうち対象普通出資等に該当するもの
以外のものに係るエクスポージャー
信用協同組合連合会の対象普通出資等で
あってコア資本に係る調整項目の額に算入
されなかった部分に係るエクスポージャー
その他

１.

250
150
100
75
50
35
20
10
0

－
－
－

－
－
－
－
－

－

－

－

－
－

－ － － －
－
－
－
－
－

－

－

－

－
－
－

－
－
－
－
－

－

－

－

－
－
－

－
－
－
－
－

－

－

－

－
－
－

－
－
－
－
－

－

－

－

－

－ － － －

－
－

－
－
－
－
－

－

－ －－ － － －

－

－



区　　分
全国信用協同組合連合会
株式会社商工組合中央金庫
株式会社日本政策金融公庫
独立行政法人住宅金融支援機構
独立行政法人　雇用・能力開発機構
独立行政法人　福祉医療機構
そ の 他
合 計

－
－
－
－
－

155
－

155

－
－
－
－
－

186
－

186

代理貸付残高の内訳 （単位：百万円）

令和２年度末令和元年度末

そ の 他 業 務

国 際 業 務

法定監査の状況

　当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第5条の
8に規定する「特定信用組合」に該当しておりません。

トピックス

　令和２年　7月　ディスクロージャー誌発行（第23回）
　

財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

　私は当組合の令和２年4月1日から令和３年３月31日までの
第61期の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金
処分計算書の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有効性
を確認いたしました。

外国為替取扱高

該当事項なし

外貨建資産残高

該当事項なし

証 券 業 務
公共債引受額

該当事項なし

公共債窓販実績

該当事項なし

令和２年度末公庫・事業団等別貸出残高構成比

■独立行政法人　福祉医療機構／100％

理事長　　　　　　　　　　　

佐賀県医師信用組合

令和３年7月20日

松永　啓介
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区　　分
全国信用協同組合連合会
株式会社商工組合中央金庫
株式会社日本政策金融公庫
独立行政法人住宅金融支援機構
独立行政法人　雇用・能力開発機構
独立行政法人　福祉医療機構
そ の 他
合 計

－
－
－
－
－

155
－

155

－
－
－
－
－

186
－

186

代理貸付残高の内訳 （単位：百万円）

令和２年度末令和元年度末

そ の 他 業 務

国 際 業 務

法定監査の状況

　当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第5条の
8に規定する「特定信用組合」に該当しておりません。

トピックス

　令和２年　7月　ディスクロージャー誌発行（第23回）
　

財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

　私は当組合の令和２年4月1日から令和３年３月31日までの
第61期の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金
処分計算書の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有効性
を確認いたしました。

外国為替取扱高

該当事項なし

外貨建資産残高

該当事項なし

証 券 業 務
公共債引受額

該当事項なし

公共債窓販実績

該当事項なし

令和２年度末公庫・事業団等別貸出残高構成比

■独立行政法人　福祉医療機構／100％

理事長　　　　　　　　　　　

佐賀県医師信用組合

令和３年7月20日

松永　啓介
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内国為替取扱実績 （単位：百万円）

区　　　分
件　数 金　額 件　数 金　額

令和２年度末令和元年度末

手数料一覧 （令和３年4月1日現在）

平成30年２月26日

A.預金業務
　イ預金
　　当座預金、普通預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、
　　納税準備預金を取扱っております。
　ロ譲渡性預金
　　取扱っておりません。
Ｂ.貸出業務
　イ貸付
　　手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取扱っております。
　ロ手形の割引
　　銀行引受手形、商業手形の割引を取扱っております。
Ｃ.商品有価証券売買業務
　取扱っておりません。
Ｄ.有価証券投資業務
　預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株式、そ
　の他の証券に投資しております。
Ｅ.内国為替業務
　送金為替、当座振込及び代金取立等を取扱っております。
Ｆ.外国為替業務
　取扱っておりません。
Ｇ.社債受託及び登録業務
　取扱っておりません。
Ｈ．金融先物取引等の受託等業務
　取扱っておりません。
 Ｉ .附帯業務
　イ債務の保証業務
　ロ有価証券の貸付業務
　ハ国債等の引受けの取扱業務
　ニ代理業務
　　全国信用協同組合連合会、独立行政法人福祉医療機構　　
　ホ地方公共団体の公金取扱業務
　ヘ保護預り業務

そ の 他 業 務

他の金融機関向け
他の金融機関から
他の金融機関向け
他の金融機関から

送金・振込

代 金 取 立

■主要な事業の内容

0
11,052

0
0

0
10,814

0
0

0
11,420

0
0

0
9,995

0
0

当組合の子会社

該当事項なし

　上記の手数料ではございますが、組合員の皆様の、ご本人名義口座宛の振込や残高証
明書発行等は経営努力により無料（サービス）とさせていただいております。
但し、小切手帳、手形帳、両替手数料、融資証明書、通帳・証書再発行の発行手数料は有
料です。

（上記の手数料には消費税を含んでいます。）

3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満

880円
660円
550円
330円

1,100円
550円
880円
550円

5,500円
550円

220円
330円
550円
880円

小切手帳（50枚）
手 形 帳（50枚）

1　　件
1　　件
1　　件

  1枚～49枚
  50枚～499枚
500枚～999枚

1000枚～1999枚
2000枚以上

残高証明書の発行手数料
融資証明書発行手数料
通帳・証書再発行手数料

窓 口 両 替 手 数 料

手形・小切手交付手数料

電信扱

電信扱

佐 銀
以 外
佐 賀
銀 行

送 金 ・ 振 込 組 戻 料

手数料種　　類

無　料

振

込
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電子決済等代行業者との連携及び協働に係る方針

電子決済等代行業者との連携及び協働に係る方針
　

佐賀県医師信用組合

　当信用組合は、電子決済等代行業者との連携及び協働に係る
方針を以下の通りといたします。

１．電子決済等代行業者との連携及び協働に係る方針
当信用組合での顧客の接点は、Face to Face が中心であることを
鑑み、電子決済等代行業者との連携及び協働は実施しません。
実施する場合は、改めてご案内いたします。

以上　



本 店
佐賀県一円

〒840-0054佐賀市水ヶ江１丁目12番10号

地区一覧

電　　話住　　　　　所店　　名
0952(37)1424

ＦＡＸ
0952(37)0400

中小企業の経営支援に関する取組み方針

中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況

中小企業の経営支援に関する取組状況

地域の活性化のための取組み状況

店舗一覧表（事務所の名称・所在地）

　病院・診療所取引（令和3年3月末現在）　　

　　　貸出先数　　222先　　　　　　　　貸出金額　　4,199百万円
　　　　　　　　　（全事業先672先の33.0％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  １先当り　　　 18百万円の利用

　中小企業金融円滑化法は、平成25年3月31日に期限を迎えましたが、当組合は同法の期限到来後においても、組合員様への取組み方針は変りません。
　当組合は、県内の組合員様に金融面を通じて医業経営にお役に立つと共に地域医療発展に貢献する事を理念とし、組合員様の繁栄に寄与するため、経営相談や
経営改善に関するきめ細やかな支援に全力で取組んでまいります。

◯具体的な取組み方針
　お客様からの新規融資申込みや貸付条件の変更等のご相談・お申込み等に対して、これまでの履歴に捕われる事無く迅速かつ誠実にお客様の経営状態や資産、さ
らにはお客様の経験や特性などを勘案し、経営改善に向けた適切かつ丁寧な説明に努め、積極的に支援を行ってまいります。
　返済条件の変更等の申込みや相談があった場合は、お客様の経営状況等を十分に勘案し、前向きな対応を考慮し、他の金融機関と連携を図りながら、迅速かつ真
摯に対応いたします。
　またお客様の事業ニーズやライフスタイルに合わせた各種金融サービス情報の提供や多様な融資制度の提供に努めてまいります。

◯　「経営者保証に関するガイドライン」への対応
　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客様からのお借入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応する態勢を
整備しています。経営者保証の必要性については、お客様との丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務内容等の状況を把握し、同ガイドラインの記載内容を
踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを説明し、経営改善支援に努めて
います。　

【「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況】
　令和２年度に当組合において、「新規に無保証で融資した件数」は年16件（前年度36件）、「新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合」は14.68％

（前年度21.05％）、「保証契約を解除した件数」及び「経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数」は共に0件（前年度0件）となっております。

　組合員様から経営相談や支援の要請がある場合には、融資担当者が経営相談・経営支援担当者となり、組合員様からの幅広い相談等に対応するようにしておりま
す。
　また高度かつ専門的な経営課題等においては、外部機関等の第三者的な視点や外部専門家の専門的な知見が必要であり、公認会計士・税理士等を交えて経営
課題を解決するなど経営力強化に努めてまいります。

◯地域に貢献する信用組合の経営姿勢
　医業界における専門金融機関としての業域信用組合である当組合は、組合員に対する金融サービスを通じて、医療施設や医療設備の整備・拡充など、地域医療の
発展に寄与し、地域の方々が安心して暮らせる環境づくりに貢献してまいります。

◯融資を通じた地域貢献　　

創業・新規事業開拓支援
　経営革新等支援機関が策定支援した事業計画をもとに事業の進渉状況の管理やフォローアップを行い、事業計画の達成につなげてまいります。
成長段階における支援
　取引先の組合員様に当組合の融資担当者がヒアリング等を行い、経営の問題点を把握し、新たなビジネスへの取組みや事業の改善につながるようなサポートを行　
ってまいります。　
経営改善・事業再生の支援
　経営改善支援先に対しては、外部専門家を交えた経営相談・経営指導を行い、組合員様の経営改善支援等に取組んでおります。

経営者保証に関するガイドラインへの対応について

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況
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索　引 各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は、「協同組合による金融事業に関する法律施行規則」で規定されております法定開示項目です。
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事 業 方 針
事 業 の 組 織
役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）
店舗一覧（事務所の名称・所在地）
自 動 機 器 設 置 状 況
地 区 一 覧
組 合 員 数
子 会 社 の 状 況

主 要 な 事 業 の 内 容
信用組合の代理業者

事 業 の 概 況
経 常 収 益
業 務 純 益
経 常 利 益（ 損 失 ）
当 期 純 利 益（ 損 失 ）
出資総額、出資総口数
純 資 産 額
総 資 産 額
預 金 積 金 残 高
貸 出 金 残 高
有 価 証 券 残 高
単 体 自 己 資 本 比 率
出 資 配 当 金
職 員 数

業務粗利益および業務粗利益率
資金運用収支、役務取引等
収支およびその他業務収支
資金運用勘定・資金調達勘定の平
均残高、利息、利回り、資金利鞘
受取利息、支払利息の増減
役 務 取 引 の 状 況
その他業務収益の内訳
経 費 の 内 訳
総 資 産 経 常 利 益 率
総資産当期純利益率

預金種目別平均残高
預 金 者 別 預 金 残 高
財 形 貯 蓄 残 高
職員 1 人 当り預 金 残 高
1 店 舗 当 り 預 金 残 高
定期預金種類別残高

貸出金種類別平均残高
担保種類別貸出金残高
及び債務保証見返額
貸 出 金 金 利 区 分 残 高
貸 出 金 使 途 別 残 高
貸出金業種別残高・構成比
預貸率（期末・期中平均）
消費者ローン・住宅ローン残高
代 理 貸 付 残 高 の 内 訳
職員1人当り貸出金残高
1 店 舗 当り貸 出 金 残 高

商品有価証券の種類別平均残高
有価証券の種類別平均残高
有価証券の種類別残存期間別残高
預証率（期末・期中平均）

法 令 遵 守 の 体 制
リス ク 管 理 の 体 制
苦 情 処 理 措 置 及 び
紛 争 解 決 措 置 の 内 容

貸借対照表 . 損益計算書 .
剰余金処分.（損失金処理）計算
リスク管 理 債 権 及び
同債権に対する保全額
⑴ 破 綻 先 債 権
⑵ 延 滞 債 権
⑶３か月以上延滞債権
⑷貸 出 条 件 緩 和 債 権
金融再生法開示債権及び
同債権に対する保全額

自 己 資 本 充 実 状 況
（自己資本比率明細）
有価証券、金銭の信託等の評価
外 貨 建 資 産 残 高
オフバランス取引の状況
先 物 取 引 の 時 価 情 報
オプション取引の時価情報
貸 倒 引 当 金
（期末残高・期中増減額）
貸 出 金 償 却 の 額
財務諸表の適正性及び
内部監査の有効について
会計監査人による監査

内 国 為 替 取 扱 実 績
外 国 為 替 取 扱 実 績
公 共 債 窓 販 実 績
公 共 債 引 受 額
手 数 料 一 覧

ト ピ ッ ク ス
当 組 合 の 考 え 方
沿 革 ・ 歩 み
報 酬 体 系 に つ い て
反社会的勢力に対する取組み
経 営 者 保 証 に 関 す る
ガイドラインへの対応について
電子決済等代行業者との
連携及び協働に係る方針

地 域 に 貢 献 す る
信 用 組 合 の 経 営 姿 勢
中小企業の経営の改善及び
地域の活性化のための取組み状況
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■ごあいさつ
【概況・組織】

【主要事業内容】

【業務に関する事項】

【預金に関する指標】

【財産の状況】

【その他の業務】

【その他の業務】

【地域貢献に関する事項】

【貸出金等に関する指標】

【有価証券に関する指標】

【経営管理体制に関する事項】

【主要業務に関する指標】

17～21

15

3～8

14

2

2
2
2
24

24
2
23

23
2

2
9
8
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9

8

8

9
8
8
12
8
9
9

12
12

12
12
12

13

13
13
13
14
12
13
22
12
12

13
13
12

15

14

13

13
13

22
22

23

23

22
2
2
16
16

24

23

24

24

取扱いなし

取扱いなし

取扱いなし

該当事項なし

該当事項なし

該当事項なし

該当事項なし

該当事項なし

該当事項なし
該当事項なし

取扱いなし

17・19
10・11
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